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 議案第５２号 

 

   かすみがうら市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関す    

   る条例の一部を改正する条例の制定について    

 

 かすみがうら市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例の一

部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   令和２年１１月３０日提出 

 

                 かすみがうら市長  坪 井  透   

 

   かすみがうら市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関す    

   る条例の一部を改正する条例 

 

第１条 かすみがうら市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条

例（平成２９年かすみがうら市条例第１５号）の一部を次のように改正する。 

  第８条第２項中「「１００分の１７０」」の次に「と、「１００分の１２

５」とあるのは「１００分の１６５」」を加える。 

 

第２条 かすみがうら市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条

例の一部を次のように改正する。 

  第８条第２項中「「１００分の１３０」とあるのは「１００分の１７０」

と、「１００分の１２５」とあるのは「１００分の１６５」」を「「１００

分の１２７．５」とあるのは「１００分の１６７．５」」に改める。 
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   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和３年４

月１日から施行する。 
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 議案第５３号 

 

   かすみがうら市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関す    

   る条例の一部を改正する条例の制定について    

 

 かすみがうら市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の一

部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   令和２年１１月３０日提出 

 

                 かすみがうら市長  坪 井  透   

 

   かすみがうら市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関す    

   る条例の一部を改正する条例 

 

第１条 かすみがうら市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条

例（平成１７年かすみがうら市条例第４０号）の一部を次のように改正する。 

  第４条中「「１００分の１７０」」の次に「と、「１００分の１２５」と

あるのは「１００分の１６５」」を加える。 

 

第２条 かすみがうら市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条

例の一部を次のように改正する。 

  第４条中「「１００分の１３０」とあるのは「１００分の１７０」と、「１

００分の１２５」とあるのは「１００分の１６５」」を「「１００分の１２

７．５」とあるのは「１００分の１６７．５」」に改める。 
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   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和３年４

月１日から施行する。 
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 議案第５４号 

 

   かすみがうら市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の    

   制定について    

 

 かすみがうら市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり

制定する。 

 

   令和２年１１月３０日提出 

 

                 かすみがうら市長  坪 井  透   

 

   かすみがうら市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例    

 

第１条 かすみがうら市職員の給与に関する条例（平成１７年かすみがうら市

条例第４６号）の一部を次のように改正する。 

  第２０条第２項中「１００分の１３０」を「、６月に支給する場合には１

００分の１３０、１２月に支給する場合には１００分の１２５」に改め、同

条第３項中「１００分の１３０」を「１００分の１２５」に改める。 

 

第２条 かすみがうら市職員の給与に関する条例の一部を次のように改正する。 

  第２０条第２項中「、６月に支給する場合には１００分の１３０、１２月

に支給する場合には１００分の１２５」を「１００分の１２７．５」に改め、

同条第３項中「１００分の１２５」を「１００分の１２７．５」に改める。 

 

   附 則 
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 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和３年４

月１日から施行する。 

 

 

6



 議案第５５号 

 

   かすみがうら市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例の制    

   定について    

 

 かすみがうら市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例を次のとおり制

定する。 

 

   令和２年１１月３０日提出 

                                    

かすみがうら市長  坪 井  透   

 

   かすみがうら市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例    

 （趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の２

第１項の規定に基づき、市長若しくは市の委員会の委員若しくは委員又は市

の職員（同法第２４３条の２の２第３項の規定による賠償の命令の対象とな

る者を除く。以下「市長等」という。）の市に対する損害を賠償する責任の一

部を免れさせることに関し必要な事項を定めるものとする。 

 （損害賠償責任の一部免責） 

第２条 市は、市長等の市に対する損害を賠償する責任を、市長等が職務を行

うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、市長等が賠償の責任を負う額

から、市長等に係る基準給与年額（地方自治法施行令（昭和２２年政令第１

６号）第１７３条第１項第１号に規定する普通地方公共団体の長等の基準給

与年額をいう。）に、次の各号に掲げる市長等の区分に応じ、当該各号に定め

る数を乗じて得た額を控除して得た額について免れさせる。 

7



（１） 市長 ６ 

（２） 副市長、教育委員会の教育長若しくは委員、選挙管理委員会の委員又

は監査委員 ４ 

（３） 農業委員会の委員、固定資産評価審査委員会の委員、消防長又は地方

公営企業の管理者 ２ 

（４） 市の職員（前２号に掲げる職員を除く。） １ 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

8



 議案第５６号 

 

   かすみがうら市行政組織条例の一部を改正する条例の制定につい    

   て    

 

 かすみがうら市行政組織条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   令和２年１１月３０日提出 

 

                 かすみがうら市長  坪 井  透   

 

   かすみがうら市行政組織条例の一部を改正する条例    

 かすみがうら市行政組織条例（平成１７年かすみがうら市条例第７号）の一

部を次のように改正する。 

 

 第２条第５号中「都市産業部」を「産業経済部」に改め、同条第６号中「建

設部」を「都市建設部」に改める。 

 第３条第１号ウ中「及び情報政策」を削り、同号中キ及びクを削り、カをク

とし、オをキとし、エをカとし、ウの次に次のように加える。 

  エ 情報政策に関すること。 

  オ 行政改革に関すること。 

 第３条第５号中「都市産業部」を「産業経済部」に改め、同号ウからオまで

を次のように改める。 

  ウ 商業及び工業に関すること。 

  エ 労政に関すること。 

  オ その他産業振興に関すること。 
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 第３条第５号カ及びキを削る。 

 第３条第６号を次のように改める。 

（６） 都市建設部 

  ア 都市計画に関すること。 

  イ 開発に関すること。 

  ウ 公園緑地に関すること。 

  エ 建築指導に関すること。 

  オ 土地区画整理に関すること。 

  カ 道路、河川その他土木に関すること。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

 （かすみがうら市農業振興地域整備促進協議会設置条例の一部改正） 

２ かすみがうら市農業振興地域整備促進協議会設置条例（平成２３年かすみ

がうら市条例第１４号）の一部を次のように改正する。 

  第８条中「都市産業部」を「産業経済部」に改める。 

 （かすみがうら市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部改正） 

３ かすみがうら市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例（平成１７

年かすみがうら市条例第１４４号）の一部を次のように改正する。 

  第４条第２項中「建設部」を「都市建設部」に改める。 
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 議案第５７号 

 

   かすみがうら市あじさい館設置及び管理に関する条例等の一部を    

   改正する条例の制定について    

 

 かすみがうら市あじさい館設置及び管理に関する条例等の一部を改正する条

例を次のとおり制定する。 

 

   令和２年１１月３０日提出 

 

                 かすみがうら市長  坪 井  透   

 

   かすみがうら市あじさい館設置及び管理に関する条例等の一部を    

   改正する条例 

 

 （かすみがうら市あじさい館設置及び管理に関する条例の一部改正） 

第１条 かすみがうら市あじさい館設置及び管理に関する条例（平成２１年か

すみがうら市条例第２４号）の一部を次のように改正する。 

  本則中「教育長」を「市長」に、「教育委員会」を「市」に改める。 

  本則（第３条を除く。）中「多目的室」を「軽運動室」に改める。 

  第３条中「、多目的室」を削り、同条中「多目的室」を「軽運動室」に改

める。 

  第５条第２項中第１号を削り、第２号を第１号とし、第３号を第２号とす

る。 

 

 （かすみがうら市福祉館設置及び管理に関する条例の一部改正） 
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第２条 かすみがうら市福祉館設置及び管理に関する条例（平成２１年かすみ

がうら市条例第２３号）の一部を次のように改正する。 

  本則中「教育長」を「市長」に、「教育委員会」を「市」に改める。 

  第６条第１項中「館長」を「市長」に改める。 

 

 （かすみがうら市公の施設の使用料等に関する条例の一部改正） 

第３条 かすみがうら市公の施設の使用料等に関する条例（平成２８年かすみ

がうら市条例第４３号）の一部を次のように改正する。 

  別表中あじさい館の部多目的室の項を削る。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の際現に改正前のかすみがうら市あじさい館設置及び管理

に関する条例第８条第１項に規定する使用許可を受けている者の多目的室の

利用については、なお従前の例による。 
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 議案第５８号 

 

   かすみがうら市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定    

   について    

 

 かすみがうら市国民健康保険税条例の一部を改正する条例を次のとおり制定

する。 

 

   令和２年１１月３０日提出 

 

                 かすみがうら市長  坪 井  透   

 

   かすみがうら市国民健康保険税条例の一部を改正する条例    

 かすみがうら市国民健康保険税条例（平成１７年かすみがうら市条例第１０

１号）の一部を次のように改正する。 

 

第２７条第１号中「３３万円」を「、４３万円（納税義務者並びにその世帯

に属する国民健康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得を有

する者（前年中に法第７０３条の５に規定する総所得金額に係る所得税法（昭

和４０年法律第３３号）第２８条第１項に規定する給与所得について同条第３

項に規定する給与所得控除額の控除を受けた者（同条第１項に規定する給与等

の収入金額が５５万円を超える者に限る。）をいう。以下この号において同じ。）

の数及び公的年金等に係る所得を有する者（前年中に法第７０３条の５に規定

する総所得金額に係る所得税法第３５条第３項に規定する公的年金等に係る所

得について同条第４項に規定する公的年金等控除額の控除を受けた者（年齢６

５歳未満の者にあっては当該公的年金等の収入金額が６０万円を超える者に限
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り、年齢６５歳以上の者にあっては当該公的年金等の収入金額が１１０万円を

超える者に限る。）をいい、給与所得を有する者を除く。）の数の合計数（以下

この条において「給与所得者等の数」という。）が２以上の場合にあっては、４

３万円に当該給与所得者等の数から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額

を加算した金額）」に改め、同条第２号及び第３号中「３３万円」を「、４３万

円（納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同一

世帯所属者のうち給与所得者等の数が２以上の場合にあっては、４３万円に当

該給与所得者等の数から１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を加算した

金額）」に改める。 

附則第５項中「所得税法（昭和４０年法律第３３号）」を「所得税法」に改め、

「第２８条」を「第２７条」に改め、「同条中「法第７０３条の５に規定する総

所得金額」の次に「及び山林所得金額」を加え、「、「法」を「「法」に、「とす

る。）」」を「とする。）及び山林所得金額」と、「１１０万円」とあるのは「１２

５万円」」に改める。 

 附則第６項、附則第７項、附則第９項から附則第１２項まで、附則第１５項

及び附則第１６項中「第２８条」を「第２７条」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和３年１月１日から施行する。 

（適用区分） 

２ この条例による改正後のかすみがうら市国民健康保険税条例の規定は、令

和３年度以後の年度分の国民健康保険税について適用し、令和２年度分まで

の国民健康保険税については、なお従前の例による。 
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 議案第５９号 

 

   かすみがうら市介護保険条例の一部を改正する条例の制定につい    

   て    

 

 かすみがうら市介護保険条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   令和２年１１月３０日提出 

 

                 かすみがうら市長  坪 井  透   

 

   かすみがうら市介護保険条例の一部を改正する条例 

 かすみがうら市介護保険条例（平成１８年かすみがうら市条例第３号）の一

部を次のように改正する。 

 

 第４条第１項第６号中「第３５条の２第１項」の次に「、第３５条の３第１

項」を加え、「第３８条第４項」を「第２２条の２第２項」に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和３年１月１日から施行する。 
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 議案第６０号 

 

   かすみがうら市都市計画法の規定による開発行為の許可等の基準    

   を定める条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 かすみがうら市都市計画法の規定による開発行為の許可等の基準を定める条

例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   令和２年１１月３０日提出 

 

                 かすみがうら市長  坪 井  透   

 

   かすみがうら市都市計画法の規定による開発行為の許可等の基準    

   を定める条例の一部を改正する条例 

 かすみがうら市都市計画法の規定による開発行為の許可等の基準を定める条

例（平成２６年かすみがうら市条例第２６号）の一部を次のように改正する。 

 

 第５条中「既存集落の区分に従い、それぞれ当該各号に定める」を削り、同

条第１号及び第２号を次のように改める。 

（１） 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）別表第２（い）項第１号に

規定する建築物のうち、自己の居住の用に供する専用住宅（以下「自己用

住宅」という。） 

（２） 建築基準法別表第２（い）項第２号に規定する建築物のうち、自己の

居住の用及び自己の業務の用に供するもの 

 第５条に次の３号を加える。 

（３） 建築基準法別表第２（ろ）項第２号に規定する建築物のうち、自己の
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業務の用に供するもの 

（４） 延べ面積が２００平方メートル以下の事務所又は作業所のうち、自己

の業務の用に供するもの。ただし、沿道型集落に建築するものに限る。 

（５） 前各号に掲げる建築物に附属する建築物 

 第６条第１項第１号中「次のいずれかに該当する開発行為」を「前条各号の

建築物の建築を目的とした開発行為で、予定建築物の高さが規則で定める高さ

を超えないもの。」に改め、同号に後段として次のように加える。 

  この場合において、前条第４号の規定の適用については、同号中「沿道型

集落」とあるのは、「沿道型集落又は独立型集落」とする。 

 第６条第１項第１号ア及びイを削り、同項第２号中「自己の居住の用に供す

る専用住宅（以下「自己用住宅」という。）」を「自己用住宅」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日の前日までに、法第３２条に規定する協議に係る事前

協議書又は法第２９条第１項本文、第３５条の２第１項本文、第４２条第１

項ただし書若しくは第４３条第１項本文の規定による許可に係る申請書が市

長に提出された開発行為等については、なお従前の例による。 
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議案第６１号

令和２年度かすみがうら市一般会計補正予算（第８号）

令和２年度かすみがうら市の一般会計補正予算（第８号）は、次に定めるところによる。

 （歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ５６３，４６９千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ

２５，３３１，０５９千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出

予算補正」による。

（債務負担行為の補正）

第２条 債務負担行為の追加は、「第２表 債務負担行為補正」による。

令和２年１１月３０日提出

かすみがうら市長 坪 井 透 
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      20,000

      20,000

   4,740,382

   4,740,382

   7,309,806

   1,703,753

   5,595,209

   1,393,394

     675,033

     535,653

      83,210

   1,363,567

           3

     423,422

     423,422

     371,514

     336,660

  24,767,590

      16,941

      16,941

     168,921

     168,921

      57,847

      52,434

       5,413

      53,137

      22,466

      30,127

         544

      32,363

      32,363

      71,968

      71,968

     162,292

     162,292

     563,469

      36,941

      36,941

   4,909,303

   4,909,303

   7,367,653

   1,756,187

   5,600,622

   1,446,531

     697,499

     565,780

      83,754

   1,395,930

      32,366

     495,390

     495,390

     533,806

     498,952

  25,331,059歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計

10

11

15

16

19

20

21

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

 1

 1

 1

 2

 1

 2

 3

 2

 1

 5

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

国 庫 負 担 金

国 庫 補 助 金

県 負 担 金

県 補 助 金

県 委 託 金

特 別 会 計 繰 入 金

繰 越 金

雑 入

歳    入 （単位　千円）
第 １ 表　　歳 入 歳 出 予 算 補 正

款 項 補正前の額 補正額 計
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     144,949

     144,949

   6,252,158

   5,885,104

     210,619

     135,753

   6,312,886

   3,142,318

   2,684,478

     486,090

   2,780,060

   2,780,060

      26,088

      26,088

     723,468

     702,463

   1,090,838

   1,090,838

   1,548,820

     105,653

     861,789

   1,173,231

        △27

        △27

      43,369

      35,894

       2,190

       5,285

     205,616

      35,851

     134,852

      34,913

    △12,810

    △12,810

         176

         176

       9,931

       9,931

     267,174

     267,174

       1,542

       5,708

     △4,166

    △13,998

     144,922

     144,922

   6,295,527

   5,920,998

     212,809

     141,038

   6,518,502

   3,178,169

   2,819,330

     521,003

   2,767,250

   2,767,250

      26,264

      26,264

     733,399

     712,394

   1,358,012

   1,358,012

   1,550,362

     111,361

     857,623

   1,159,233

 1

 2

 3

 4

 5

 6

 7

 8

 9

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

 1

 1

 2

 3

 1

 2

 3

 1

 1

 1

 1

 1

 4

議 会 費

総 務 管 理 費

徴 税 費

戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費

社 会 福 祉 費

児 童 福 祉 費

生 活 保 護 費

保 健 衛 生 費

労 働 諸 費

農 業 費

商 工 費

土 木 管 理 費

都 市 計 画 費

歳　　出 （単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 計
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   1,173,231

   2,621,706

     313,847

   1,524,154

     350,346

     289,455

     143,904

  24,767,590

    △13,998

      62,496

     △2,874

      35,702

      20,250

      10,959

     △1,541

     563,469

   1,159,233

   2,684,202

     310,973

   1,559,856

     370,596

     300,414

     142,363

  25,331,059歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計

10 教 育 費

 1

 1

 2

 3

 4

 5

消 防 費

教 育 総 務 費

小 学 校 費

中 学 校 費

社 会 教 育 費

保 健 体 育 費

款 項 補正前の額 補正額 計
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１　追　加
（単位：千円）

事　　　　　　　項

かすみがうら市総合計画後期基
本計画策定支援業務委託

働く女性の家　トレーニング室
改修工事実施設計業務委託

古民家江口屋園地整備設計業務
委託

第 ２ 表　　　債　務　負　担　行　為　補　正

期　　　　　間 限　　度　　額

令和２年度から令和３年度まで １，７６０

令和２年度から令和３年度まで １４，０２５

令和２年度から令和３年度まで １，２１０
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       5,605,712

         233,600

           5,017

          21,788

          11,954

          60,986

         876,830

         101,000

          25,558

          20,000

       4,740,382

           6,600

         100,842

          52,639

       7,309,806

       1,393,394

          15,753

          20,252

       1,363,567

         423,422

         371,514

               0

               0

               0

               0

               0

               0

               0

               0

               0

          16,941

         168,921

               0

               0

               0

          57,847

          53,137

               0

               0

          32,363

          71,968

         162,292

       5,605,712

         233,600

           5,017

          21,788

          11,954

          60,986

         876,830

         101,000

          25,558

          36,941

       4,909,303

           6,600

         100,842

          52,639

       7,367,653

       1,446,531

          15,753

          20,252

       1,395,930

         495,390

         533,806

 1

 2

 3

 4

 5

 6

 7

 8

 9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

市 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

法 人 事 業 税 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

環 境 性 能 割 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

歳    入 （単位　千円）

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書
１  総    括

款 補正前の額 補正額 計
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       2,006,974

      24,767,590

               0

         563,469

       2,006,974

      25,331,059歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計

22 市 債

（単位　千円）

款 補正前の額 補正額 計
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     144,949

   6,252,158

   6,312,886

   2,780,060

      26,088

     723,468

   1,090,838

   1,548,820

   1,173,231

   2,621,706

           2

   2,063,384

      30,000

  24,767,590

        △27

      43,369

     205,616

    △12,810

         176

       9,931

     267,174

       1,542

    △13,998

      62,496

           0

           0

           0

     563,469

     144,922

   6,295,527

   6,518,502

   2,767,250

      26,264

     733,399

   1,358,012

   1,550,362

   1,159,233

   2,684,202

           2

   2,063,384

      30,000

  25,331,059歳 　　出 　　合 　　計

 1

 2

 3

 4

 5

 6

 7

 8

 9

10

11

12

13

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

予 備 費

歳    出 （単位　千円）

款 補正前の額 補正額 計

    △21,000

     105,520

       1,881

       1,734

      22,849

     110,984

       2,938

         300

     157,688

     160,926

        △27

      64,369

      97,158

    △14,991

         176

       8,197

      86,637

       1,542

    △13,998

      62,496

     291,559

補正額の財源内訳

特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
一 般 財 源
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地方特例交付金

普通交付税

特別交付税

子どものための教育・保育給付費負担金

生活保護費負担金

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時

交付金

障害者総合支援事業費補助金

子育てのための施設等利用給付交付金

延長保育事業

一時預かり事業

地域子育て支援拠点事業

母子保健衛生費補助金

疾病予防対策事業費等補助金

子どものための教育・保育給付費負担金

地域医療介護総合確保基金事業補助金

       20,000

       20,000

    4,740,382

    4,740,382

    1,601,737

    1,703,753

    5,004,151

      225,178

       18,643

    5,595,209

      675,033

      675,033

      282,528

       16,941

       16,941

      168,921

      168,921

       52,434

       52,434

        1,849

        1,683

        1,881

        5,413

       22,466

       22,466

       28,937

       36,941

       36,941

    4,909,303

    4,909,303

    1,654,171

    1,756,187

    5,006,000

      226,861

       20,524

    5,600,622

      697,499

      697,499

      311,465

      16,941

     168,921

      44,934

       7,500

       1,849

         495

         818

         370

       1,881

      22,466

      22,033

     166,441

       2,480

     △2,008

       2,212

         166

       1,202

         679

（款）

（款）

（款）

（款）

（款）

（款）

10 地方特例交付金

11 地方交付税

15 国庫支出金

15 国庫支出金

16 県支出金

16 県支出金

（項）

（項）

（項）

（項）

（項）

（項）

 1 地方特例交付金

 1 地方交付税

 1 国庫負担金

 2 国庫補助金

 1 県負担金

 2 県補助金

 1

 1

 1

 1

 2

 3

 1

 2

地 方 特 例 交 付 金

　　　　計

地 方 交 付 税

　　　　計

民生費国庫負担金

　　　　計

総務費国庫補助金

民生費国庫補助金

衛生費国庫補助金

　　　　計

民 生 費 県 負 担 金

　　　　計

民 生 費 県 補 助 金

２  歳  入

 1

 1

 2

 4

 1

 1

 2

 3

 1

 2

 2

地方特例交付金

地 方 交 付 税

児童福祉費負担金

生活保護費負担金

総 務 費 補 助 金

社会福祉費補助金

児童福祉費補助金

子ども・子育て

支 援 交 付 金

保健衛生費補助金

児童福祉費負担金

老人福祉費補助金

（単位　千円）

目 補正前の額 補　正　額 計
節

区　　　分 金　　額
説　　　　　　　　　明
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施設型給付費補助金

子育てのための施設等利用給付交付金

新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付

金

延長保育事業

一時預かり事業

地域子育て支援拠点事業

産地生産基盤パワーアップ事業補助金

家畜伝染病予防事業委託金

介護保険特別会計繰入金

前年度繰越金

新型コロナウイルス検査負担金

新型コロナ対策プレミアム付商品券売上金

過年度分身体障害者更生医療給付事業過誤払

い返納金

       56,733

      535,653

           68

       83,210

            1

            3

      423,422

      423,422

        3,433

      301,626

      336,660

        1,190

       30,127

          544

          544

       32,363

       32,363

       71,968

       71,968

          300

      161,992

      162,292

       57,923

      565,780

          612

       83,754

       32,364

       32,366

      495,390

      495,390

        3,733

      463,618

      498,952

       6,534

         370

       1,190

         544

      32,363

      71,968

         300

     161,992

       2,425

         409

       3,700

     △2,008

       2,212

         166

     157,688

       4,304

(                     )

（款）

（款）

（款）

（款）

（款）

16 県支出金

16 県支出金

19 繰入金

20 繰越金

21 諸収入

（項）

（項）

（項）

（項）

（項）

 2 県補助金

 3 県委託金

 2 特別会計繰入金

 1 繰越金

 5 雑入

 2

 4

 3

 3

 1

 5

 7

民 生 費 県 補 助 金

農 林 水 産 業 費

県 補 助 金

　　　　計

農 林 水 産 業 費

県 委 託 金

　　　　計

介護保険特別会計

繰 入 金

　　　　計

繰 越 金

　　　　計

保健衛生費納入金

雑 入

　　　　計

 4

 5

 1

 1

 1

 1

 1

 1

児童福祉費補助金

子ども・子育て

支 援 交 付 金

農 業 費 補 助 金

農 業 費 委 託 金

介護保険特別会計

繰 入 金

繰 越 金

保健衛生費納入金

雑 入

（単位　千円）

目 補正前の額 補　正　額 計
節

区　　　分 金　　額
説　　　　　　　　　明
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一般職給料
期末手当
勤勉手当
共済組合負担金

議員期末手当

一般職給料
扶養手当
通勤手当
住居手当
期末手当
勤勉手当
特別職期末手当
退職手当
退職手当特別負担金
児童手当
地域手当
共済組合負担金
特別職共済組合負担金
社会保険料
職員普通旅費

消耗品費
印刷製本費
通信運搬費
新生児特別定額給付金

廃止施設解体設計業務委託

新型コロナウイルス感染症
対策スマホ決済ポイント還
元業務委託

電話設備移設業務委託

 2
 3
 3
 4

 3

 2
 3
 3
 3
 3
 3
 3
 3
 3
 3
 3
 4
 4
 4
 8

10
10
11
18

12

12

12

01

02

01

22

06

03

02

職員等人件費

市議会運営事業

職員等人件費

新生児特別定額給付金事業（政
策）

公有財産調整事業（政策）

企画調整事業（政策）

あじさい館管理事業

    144,949

    144,949

  5,050,372

    211,077

    144,653

     84,449

       △27

       △27

     38,439

     10,263

   △21,000

      8,192

    144,922

    144,922

  5,088,811

    221,340

    123,653

     92,641

   △21,000

       △27

       △27

     38,439

     10,263

      8,192

        155
      △246

         64

      4,928
     12,702

        194
        500
         64
         51
     20,000

     10,263

   △21,000

        134

         155
        △66
          72
          64

       △252

       4,928
        △75
       1,975
         946
       △420
       2,285
        △79
     △3,211
      12,183
       △920
          18
       2,572
     △1,924
       △454
         500

           4
          60
          51
      20,000

      10,263

    △21,000

          99

         225

       △252

      18,324

      20,115

      10,263

    △21,000

       8,192

（款）

（款）

 1 議会費

 2 総務費

（項）

（項）

 1 議会費

 1 総務管理費

 1

 1

 6

 7

13

議 会 費

　計

一般管理
費

財産管理
費
企 画 費

あじさい
館管理費

３  歳  出

 2
 3

 4

 2
 3

 4
 8
10
11
18

12

12

12

給 料
職 員
手当等
共済費

給 料
職 員
手当等
共済費
旅 費
需用費
役務費
負担金
、補助
及 び
交付金

委託料

委託料

委託料

（単位　千円）

目 一　　般
財　　源

節

区　分 金　　額
説　　　　　　　　　明補正前の額 補　正　額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳
特 定 財 源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
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複写機移設業務委託
事務室改修工事
事務室用備品

一般職給料
扶養手当
通勤手当
住居手当
管理職手当
期末手当
勤勉手当
共済組合負担金

確定申告電話予約システム
業務委託
キャッシュレス決済用ＰＯ
Ｓレジ機器

一般職給料
通勤手当
期末手当
勤勉手当
共済組合負担金

証明書交付用タブレット機
器
キャッシュレス決済用ＰＯ
Ｓレジ機器

一般職給料

12
14
17

 2
 3
 3
 3
 3
 3
 3
 4

12

17

 2
 3
 3
 3
 4

17

17

 2

01

02

01

03

01

職員等人件費

市税賦課事務事業

職員等人件費

住民基本台帳事業

職員等人件費

  5,885,104

    135,070

     57,017

    210,619

    134,859

    135,753

    630,757

     35,894

      △220

      2,410

      2,190

      5,285

      5,285

    △1,100

  5,920,998

    134,850

     59,427

    212,809

    140,144

    141,038

    629,657

   △21,000      56,894

      △220

      2,410

      2,190

      5,285

      5,285

    △1,100

      4,290

      3,768

        777
      △720

      △277

      1,176
      1,234

      △220
         44

      △104
      5,565

      1,322

          35
       4,290
       3,768

         777
       △169
         △6
       △160
       △140
       △590
         345
       △277

       1,176

       1,234

       △220
          96
       △206
         154
       △104

       1,865

       3,700

       1,322

       △220

       2,410

       △280

       5,565

       2,482

(
           )

（款）

（款）

（款）

（款）

 2 総務費

 2 総務費

 2 総務費

 3 民生費

（項）

（項）

（項）

（項）

 1 総務管理費

 2 徴税費

 3 戸籍住民基本台帳費

 1 社会福祉費

13

 1

 2

 1

 1

あじさい
館管理費

　計

税務総務
費

賦 課 費

　計

戸籍住民
基本台帳
費

　計

社会福祉
総 務 費

14

17

 2
 3

 4

12
17

 2
 3

 4
17

 2

工 事
請負費
備 品
購入費

給 料
職 員
手当等
共済費

委託料
備 品
購入費

給 料
職 員
手当等
共済費
備 品
購入費

給 料

（単位　千円）

目 一　　般
財　　源

節

区　分 金　　額
説　　　　　　　　　明補正前の額 補　正　額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳
特 定 財 源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
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扶養手当
通勤手当
住居手当
期末手当
勤勉手当
地域手当
共済組合負担金
社会保険料

国民健康保険特別会計繰出
金

地域医療介護総合確保基金
事業補助金

障害者自立支援給付審査支
払等システム改修委託
国庫負担金等超過交付返還
金
県費負担金等超過交付返還
金

住居手当
期末手当
勤勉手当
共済組合負担金

県補助金超過交付返還金

後期高齢者医療特別会計繰
出金

介護保険特別会計繰出金

 3
 3
 3
 3
 3
 3
 4
 4

27

18

12

22

22

 3
 3
 3
 4

22

27

27

13

18

05

01

02

03

04

国民健康保険特別会計繰出事業

社会福祉施設整備事業（政策）

障害者自立支援事業

職員等人件費

医療福祉事業

後期高齢者医療事業

介護保険特別会計繰出事業

    118,849

    932,630

      3,792

    346,677

    528,086

    581,527

  3,142,318

     22,033

      9,545

         37

      3,187

        616

      1,533

     35,851

    140,882

    942,175

      3,829

    349,864

    528,702

    583,060

  3,178,169

     22,033

        495

     22,528

      2,938

      2,938

      6,112

         37

      3,187

        616

      1,533

     10,385

      1,375

      △215
    △3,582

     22,033

        990
      8,555

        △1

         38

      3,187

        616

      1,533

          36
         706
         603
       △683
         706
           7
       △563
         348

     △3,582

      22,033

         990

       7,575

         980

         240
       △175
        △66
          38

       3,187

         616

       1,533

     △3,582

      22,033

       9,545

          37

       3,187

         616

       1,533

(
           )

（款） 3 民生費 （項） 1 社会福祉費

 1

 2

 3

 4

 5

 6

 7

社会福祉
総 務 費

老人福祉
費

障 害 者
福 祉 費

国民年金
費

医療福祉
費

老人医療
費

介護保険
費
　計

 3

 4
27

18

12
22

 3

 4

22

27

27

職 員
手当等
共済費
繰出金

負担金
、補助
及 び
交付金
委託料
償還金
、利子
及 び
割引料

職 員
手当等
共済費

償還金
、利子
及 び
割引料
繰出金

繰出金

（単位　千円）

目 一　　般
財　　源

節

区　分 金　　額
説　　　　　　　　　明補正前の額 補　正　額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳
特 定 財 源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
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国庫負担金等超過交付金返
還金

電子申請操作説明動画作成
業務委託
国庫負担金等超過交付金返
還金

一般職給料
扶養手当
通勤手当
住居手当
期末手当
勤勉手当
共済組合負担金
社会保険料

消耗品費

新型コロナウイルス感染症
対策従事者慰労金

広域公立入所委託
広域私立入所委託

主食代補助金
送迎バス補助金
民間保育所補助金
子ども・子育て支援交付金
障害児保育事業補助金
新型コロナウイルス感染症
緊急包括支援交付金
新型コロナウイルス感染症
対策従事者慰労金
国庫補助金等返還金

市内私立認定こども園給付
費

22

12

22

 2
 3
 3
 3
 3
 3
 4
 4

10

18

12
12

18
18
18
18
18
18

18

22

19

02

05

01

02

12

02

04

05

児童扶養手当事業

児童手当事業

職員等人件費

保育所事業

保育所事業（政策）

広域委託事業

私立保育所事業（政策）

認定こども園事業

    959,022

    402,539

  1,007,689

      2,048

    △6,255

    136,215

    961,070

    396,284

  1,143,904

        300

     75,192

      2,048

    △6,555

     61,023

        363
      1,685

    △3,900
    △4,594

        259
        300
      1,680

      2,431
     15,816

     89,078
     28,890

         775

         363

         910

     △3,900
         318
        △13
        △24
     △3,275
     △1,600
       △125
         384

         300

       1,680

       1,110
       1,321

       4,130
       1,050
     △5,074
       1,108
       4,872

       3,400

       6,330
      27,783

      85,381

         775

       1,273

     △8,235

         300

       1,680

       2,431

      43,599

      88,126

（款） 3 民生費 （項） 2 児童福祉費

 2

 3

 4

児童措置
費

保育所費

児童福祉
施 設 費

12
22

 2
 3

 4
10
18

12
18

19
22

委託料
償還金
、利子
及 び
割引料

給 料
職 員
手当等
共済費
需用費
負担金
、補助
及 び
交付金

委託料
負担金
、補助
及 び
交付金
扶助費
償還金
、利子
及 び
割引料

（単位　千円）

目 一　　般
財　　源

節

区　分 金　　額
説　　　　　　　　　明補正前の額 補　正　額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳
特 定 財 源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
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施設等利用費（認可外保育
施設）
国庫補助金等返還金

市内地域型保育給付費

一般職給料
扶養手当
通勤手当
住居手当
期末手当
勤勉手当
共済組合負担金

新型コロナウイルス感染症
対策従事者慰労金

一般職給料
通勤手当
住居手当
期末手当
勤勉手当
共済組合負担金

国庫負担金等超過交付返還
金

生活扶助費
介護扶助費

一般職給料
扶養手当
住居手当

19

22

19

 2
 3
 3
 3
 3
 3
 4

18

 2
 3
 3
 3
 3
 4

22

19
19

 2
 3
 3

06

01

03

01

02

02

01

家庭的保育等事業

職員等人件費

放課後児童健全育成事業（政策
）

職員等人件費

生活保護等総務事業

生活保護等扶助事業

職員等人件費

     75,503

    204,835

  2,684,478

    103,453

    382,637

    486,090

    597,582

         24

      2,820

    134,852

     24,913

     10,000

     34,913

    △3,767

     75,527

    207,655

  2,819,330

    128,366

    392,637

    521,003

    593,815

     75,492

      7,500

      7,500

        679         300

         24

      2,820

     59,360

     24,913

      2,500

     27,413

    △4,746

      △164
        154

         34

      2,820

      △140
      △373

      △411
     25,837

     10,000

    △3,212
    △1,814

    △1,206

       1,638
       1,107

       2,059

       △164
          42
          96
        △24
       △144
         184
          34

       2,820

       △140
          28
       △248
       △111
        △42
       △411

      25,837

       8,000
       2,000

     △3,212
       △722
       △188

       2,059

          24

       2,820

       △924

      25,837

      10,000

     △6,232

(
           )

（款）

（款）

（款）

 3 民生費

 3 民生費

 4 衛生費

（項）

（項）

（項）

 2 児童福祉費

 3 生活保護費

 1 保健衛生費

 4

 5

 6

 1

 2

 1

児童福祉
施 設 費

児童館費

放課後児
童健全育
成事業費

　計

生活保護
総 務 費

扶 助 費

　計

保健衛生
総 務 費

 2
 3

 4

18

 2
 3

 4
22

19

 2
 3

 4

給 料
職 員
手当等
共済費

負担金
、補助
及 び
交付金

給 料
職 員
手当等
共済費
償還金
、利子
及 び
割引料

扶助費

給 料
職 員
手当等
共済費

（単位　千円）

目 一　　般
財　　源

節

区　分 金　　額
説　　　　　　　　　明補正前の額 補　正　額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳
特 定 財 源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
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期末手当
勤勉手当
共済組合負担金

通信運搬費
疾病予防対策事業委託（新
型コロナウイルス検査委託
）
サーマルカメラ
ノータッチ式ディスペンサ
ー

妊婦・乳児健診委託

一般職給料
期末手当
勤勉手当
共済組合負担金

一般職給料
扶養手当
期末手当
勤勉手当
共済組合負担金

一般職給料
通勤手当
住居手当
期末手当
勤勉手当
共済組合負担金

 3
 3
 4

11
12

17
17

12

 2
 3
 3
 4

 2
 3
 3
 3
 4

 2
 3
 3
 3
 3
 4

16

02

01

01

01

感染症対策事業

母子保健事業

職員等人件費

職員等人件費

職員等人件費

     53,998

  2,780,060

     15,671

     26,088

     57,231

    402,481

    △9,043

   △12,810

        176

        176

    △2,310

      4,710

     44,955

  2,767,250

     15,847

     26,264

     54,921

    407,191

      1,202

      1,881         300

   △10,245

   △14,991

        176

        176

    △2,310

      4,710

         10
      1,650
        805

    △9,043

         41
         66

         69

    △1,579
      △322

      △409

      2,571
      1,332

        807

     △1,352
         448
     △1,206

          10

       1,650
         655

         150

     △9,043

          41
         △8
          74
          69

     △1,579
         162
       △445
        △39
       △409

       2,571
          85
         645
         143
         459
         807

       2,465

     △9,043

         176

     △2,310

       4,710

(
           )

（款）

（款）

（款）

 4 衛生費

 5 労働費

 6 農林水産業費

（項）

（項）

（項）

 1 保健衛生費

 1 労働諸費

 1 農業費

 1

 2

 2

 1

 2

保健衛生
総 務 費

母子保健
事 業 費
　計

働く女性
の家管理
費

　計

農業委員
会 費

農業総務
費

11
12
17

12

 2
 3

 4

 2
 3

 4

 2
 3

 4

役務費
委託料
備 品
購入費

委託料

給 料
職 員
手当等
共済費

給 料
職 員
手当等
共済費

給 料
職 員
手当等
共済費

（単位　千円）

目 一　　般
財　　源

節

区　分 金　　額
説　　　　　　　　　明補正前の額 補　正　額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳
特 定 財 源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
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産地生産基盤パワーアップ
事業補助金

家畜防疫予防事業推進補助
金

県単土地改良上乗せ補助金

一般職給料
扶養手当
通勤手当
住居手当
管理職手当
期末手当
勤勉手当
共済組合負担金
社会保険料

「新しい生活様式」に対応
したビジネスモデル構築支
援事業補助金
事業継続給付金

手数料
かすみエールプレミアム商
品券発行運営業務委託
新型コロナ対策消費喚起割
引チケット交付金
かすみエールプレミアム商
品券交付金

18

18

18

 2
 3
 3
 3
 3
 3
 3
 4
 4

18

18

11
12

18

18

09

03

03

01

03

05

農業振興事業

畜産振興事業（政策）

土地改良整備支援事業（政策）

職員等人件費

中小企業対策事業（政策）

商工振興事業（政策）

     45,896

      1,139

    157,499

    702,463

     63,486

    826,111

  1,090,838

      1,190

      1,632

      4,709

      9,931

      6,646

    260,528

    267,174

     47,086

      2,771

    162,208

    712,394

     70,132

  1,086,639

  1,358,012

      1,190

        544

      1,734

     22,849

     22,849

    157,688

    157,688

      1,088

      4,709

      8,197

      6,646

     79,991

     86,637

      1,190

      1,632

      4,709

      3,919
      1,981

        746

      2,124
     17,418
    240,986

       1,190

       1,632

       4,709

       3,919
         276
          84
        △43
         421
         460
         783
         339
         407

    △14,068
    △56,400

       2,124

      17,418

     △3,924

     315,378

       1,190

       1,632

       4,709

       6,646

    △70,468

     330,996

（款）

（款）

 6 農林水産業費

 7 商工費

（項）

（項）

 1 農業費

 1 商工費

 3

 4

 8

 1

 2

農業振興
費

畜産振興
費

農 地 費

　計

商工総務
費

商工振興
費

　計

18

18

18

 2
 3

 4

11
12
18

負担金
、補助
及 び
交付金
負担金
、補助
及 び
交付金
負担金
、補助
及 び
交付金

給 料
職 員
手当等
共済費

役務費
委託料
負担金
、補助
及 び
交付金

（単位　千円）

目 一　　般
財　　源

節

区　分 金　　額
説　　　　　　　　　明補正前の額 補　正　額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳
特 定 財 源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
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一般職給料
扶養手当
通勤手当
住居手当
期末手当
勤勉手当
共済組合負担金
社会保険料

一般職給料
扶養手当
住居手当
管理職手当
期末手当
勤勉手当
共済組合負担金

消防職給料
扶養手当
通勤手当
住居手当
管理職手当
期末手当
勤勉手当
地域手当
共済組合負担金
社会保険料

一般職給料
扶養手当

 2
 3
 3
 3
 3
 3
 4
 4

 2
 3
 3
 3
 3
 3
 4

 2
 3
 3
 3
 3
 3
 3
 3
 4
 4

 2
 3

01

01

01

01

職員等人件費

職員等人件費

職員等人件費

職員等人件費

    105,653

    105,653

    844,223

    861,789

    700,988

  1,173,231

    109,669

      5,708

      5,708

    △4,166

    △4,166

   △13,998

   △13,998

    △2,874

    111,361

    111,361

    840,057

    857,623

    686,990

  1,159,233

    106,795

      5,708

      5,708

    △4,166

    △4,166

   △13,998

   △13,998

    △2,874

      4,400
        510

        798

    △2,948
      △444

      △774

    △6,531
      △823

    △6,644

    △2,574
         84

       4,400
       △574
         128
          20
         268
         668
         417
         381

     △2,948
         219
        △18
         422
       △934
       △133
       △774

     △6,531
        △81
         164
       △329
       3,399
     △3,964
        △37
          25
     △7,046
         402

     △2,574
         300

       5,708

     △4,166

    △13,998

     △2,979

（款）

（款）

（款）

（款）

 8 土木費

 8 土木費

 9 消防費

10 教育費

（項）

（項）

（項）

（項）

 1 土木管理費

 4 都市計画費

 1 消防費

 1 教育総務費

 1

 1

 1

 2

土木総務
費

　計

都市計画
総 務 費

　計

常備消防
費

　計

事務局費

 2
 3

 4

 2
 3

 4

 2
 3

 4

 2
 3

給 料
職 員
手当等
共済費

給 料
職 員
手当等
共済費

給 料
職 員
手当等
共済費

給 料
職 員
手当等

（単位　千円）

目 一　　般
財　　源

節

区　分 金　　額
説　　　　　　　　　明補正前の額 補　正　額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳
特 定 財 源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
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通勤手当
住居手当
管理職手当
期末手当
勤勉手当
特別職期末手当
共済組合負担金
特別職共済組合負担金

夜間学級連絡協議会負担金

消耗品費

消耗品費

一般職給料
通勤手当
住居手当
期末手当
勤勉手当
共済組合負担金
社会保険料

一般職給料
扶養手当
通勤手当
住居手当
期末手当
勤勉手当

 3
 3
 3
 3
 3
 3
 4
 4

18

10

10

 2
 3
 3
 3
 3
 4
 4

 2
 3
 3
 3
 3
 3

03

07

08

01

01

教育委員会事務局運営事業

小学校コンピューター設置事業
（政策）

中学校コンピューター設置事業
（政策）

職員等人件費

職員等人件費

    313,847

    204,582

  1,524,154

    128,379

    350,346

     68,060

     83,429

    △2,874

     35,702

     35,702

     20,250

     20,250

      2,094

      5,756

    310,973

    240,284

  1,559,856

    148,629

    370,596

     70,154

     89,185

    △2,874

     35,702

     35,702

     20,250

     20,250

      2,094

      5,756

      △489
        105

     35,702

     20,250

      1,461
        605

         28

      △237
        260

       △80
      5,813

         149
          96
         245
       △731
          56
        △31
       △392
        △97

         105

      35,702

      20,250

       1,461
         136
         306
       △104
         267
       △379
         407

       △237
        △20
         371
           6
       △178
          81

         105

      35,702

      20,250

       2,094

        △57

(          )

（款）

（款）

（款）

（款）

10 教育費

10 教育費

10 教育費

10 教育費

（項）

（項）

（項）

（項）

 1 教育総務費

 2 小学校費

 3 中学校費

 4 社会教育費

 2

 2

 2

 1

 2

事務局費

　計

小学校教
育振興費

　計

中学校教
育振興費

　計

社会教育
総 務 費

公民館費

 4
18

10

10

 2
 3

 4

 2
 3

 4
14

共済費
負担金
、補助
及 び
交付金

需用費

需用費

給 料
職 員
手当等
共済費

給 料
職 員
手当等
共済費
工 事
請負費

（単位　千円）

目 一　　般
財　　源

節

区　分 金　　額
説　　　　　　　　　明補正前の額 補　正　額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳
特 定 財 源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
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共済組合負担金
社会保険料

千代田公民館軽量鉄骨倉庫
解体工事
千代田講堂照明及び駐車場
街路灯交換工事

一般職給料
通勤手当
期末手当
勤勉手当
社会保険料

一般職給料
通勤手当
管理職手当
期末手当
共済組合負担金
社会保険料

一般職給料
扶養手当
通勤手当
期末手当
勤勉手当
共済組合負担金
社会保険料

 4
 4

14

14

 2
 3
 3
 3
 4

 2
 3
 3
 3
 4
 4

 2
 3
 3
 3
 3
 4
 4

08

01

01

01

千代田公民館管理事業

職員等人件費

職員等人件費

職員等人件費

     63,986

     62,749

    289,455

     56,237

    143,904

      3,429

      △320

     10,959

    △1,541

    △1,541

     67,415

     62,429

    300,414

     54,696

    142,363

      3,429

      △320

     10,959

    △1,541

    △1,541

      2,458
        574

        397

      △182
         36

      △174

      △827
      △284

      △430

       △168
          88

       4,862

         951

       2,458
          48
         276
         250
         397

       △182
         333
        △27
       △270
       △246
          72

       △827
         135
        △19
       △355
        △45
       △448
          18

       5,813

       3,429

       △320

     △1,541

(          )

（款）

（款）

10 教育費

10 教育費

（項）

（項）

 4 社会教育費

 5 保健体育費

 2

 4

 5

 1

公民館費

図書館費

歴 史
博物館費

　計

保健体育
総 務 費

　計

 2
 3

 4

 2
 3

 4

 2
 3

 4

給 料
職 員
手当等
共済費

給 料
職 員
手当等
共済費

給 料
職 員
手当等
共済費

（単位　千円）

目 一　　般
財　　源

節

区　分 金　　額
説　　　　　　　　　明補正前の額 補　正　額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳
特 定 財 源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
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（単位　千円）

（単位　千円）

(　）内は会計年度任用職員を別掲、会計年度任用職員の手当は期末手当のみとなる。

（単位　千円）

職員
手当
等の
内訳

区　分

補正後

補正前

比 　較

468,471

1,440,746 1,006,000 2,446,746

( 357,536) ( 41,551) ( 399,087) ( 58,633)

期末手当

△ 482 △ 799 △ 1,281 △ 5,758

( 357,536)

合　　　　　計

2,916,498

2,909,459

( 457,720)

462,713

1,441,228 1,006,799 2,448,027

扶養手当

45,279

45,432

△ 153

地域手当

給　　　　　　　与　　　　　　　費
共　済　費

報　　　酬 給　　　料 職員手当 計

( 457,720)

△ 7,039

( 41,551) ( 399,087) ( 58,633)

328,186

341,050

△ 12,864

勤勉手当

区　分

比    較

職員数（人）

376

( 318)

376

( 318)

補正後

補正前

5,773 186,886245,411 21,492

240,541 19,664

4,870 1,828

5,773 190,097

△ 3,211

27,611 56,216

23,250 56,216

4,361

3,500 51,835

3,500 47,515

4,320

２　一　般　職

（１）総　括

4,219 2,012

4,219 1,962

50

住居手当 通勤手当
時間外

勤務手当
特殊勤務

手当
管理職
手当

宿日直
手当

休日勤務
手当

夜間勤務
手当

退職手当
管理職員
特別勤務

手当

2,288 25,292

2,288 25,292

給　与　費　明　細　書

38,036

35,454

400

73,890

40,167

35,706

400

76,273

6,474

議　　　　　員 16 52,620 17,146 ( 3.40) 17,146 18,560
補　正　前

長　　　　　等 3 23,004

△ 2,131

△ 252

△ 2,383△ 362 △ 2,021

比   　　較

長　　　　　等

△ 252議　　　　　員

計 △ 362

その他の特別職

△ 252 ( △0.05)

400

計 1,182 112,812 23,004 24,642

△ 110 ( △0.05) △ 110 △ 2,021

3,193 50,839 25,434

7,496 ( 3.40) 3,193 33,693

その他の特別職 1,163 60,192

400

計 1,182 112,812 23,004 24,280 3,193 50,477 23,413

4,453

議　　　　　員 16 52,620 16,894 ( 3.35) 16,894 18,560
補　正　後

長　　　　　等 3 23,004 7,386 ( 3.35) 3,193 33,583

その他の特別職 1,163 60,192

合　　　計

１　特　別　職

区　　　　分 職員数（人）

給　　　　　　与　　　　　　費

共　済　費
報　　酬 給　　料

期末手当 年間支給率
                  （月分）

その他
の手当

計
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 議案第６２号 

 

   令和２年度かすみがうら市国民健康保険特別会計補正予算（第２号） 

 

 令和２年度かすみがうら市の国民健康保険特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出から１，９９４千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

４，１５４，００６千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表  

歳入歳出予算補正」による。 

 

   令和２年１１月３０日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   
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     305,934

     305,933

           1

           1

   4,156,000

     △3,582

     △3,582

       1,588

       1,588

     △1,994

     302,352

     302,351

       1,589

       1,589

   4,154,006歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計

 6

 7

繰 入 金

繰 越 金

 1

 1

一 般 会 計 繰 入 金

繰 越 金

歳    入 （単位　千円）
第 １ 表　　歳 入 歳 出 予 算 補 正

款 項 補正前の額 補正額 計

40



      50,707

      49,707

      45,042

      26,568

   4,156,000

     △3,582

     △3,582

       1,588

       1,588

     △1,994

      47,125

      46,125

      46,630

      28,156

   4,154,006歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計

 1

 6

総 務 費

保 健 事 業 費

 1

 1

総 務 管 理 費

特 定 健 康 診 査 等 事 業 費

歳　　出 （単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 計

41



         916,313

             800

               1

       2,915,514

               3

         305,934

               1

          17,434

       4,156,000

               0

               0

               0

               0

               0

         △3,582

           1,588

               0

         △1,994

         916,313

             800

               1

       2,915,514

               3

         302,352

           1,589

          17,434

       4,154,006歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計

 1

 2

 3

 4

 5

 6

 7

 8

国 民 健 康 保 険 税

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

財 産 収 入

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

歳    入 （単位　千円）

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書
１  総    括

款 補正前の額 補正額 計
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      50,707

   2,886,896

   1,145,605

           1

           1

      45,042

       7,643

       5,105

      15,000

   4,156,000

     △3,582

           0

           0

           0

           0

       1,588

           0

           0

           0

     △1,994

      47,125

   2,886,896

   1,145,605

           1

           1

      46,630

       7,643

       5,105

      15,000

   4,154,006歳 　　出 　　合 　　計

 1

 2

 3

 4

 5

 6

 7

 8

 9

総 務 費

保 険 給 付 費

国 民 健 康 保 険 事 業 費 納 付 金

共 同 事 業 拠 出 金

財 政 安 定 化 基 金 拠 出 金

保 健 事 業 費

基 金 積 立 金

諸 支 出 金

予 備 費

歳    出 （単位　千円）

款 補正前の額 補正額 計

     △3,582

       1,588

     △1,994

補正額の財源内訳

特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
一 般 財 源
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職員給与費等

事務費等

前年度繰越金

      305,933

      305,933

            1

            1

      △3,582

      △3,582

        1,588

        1,588

      302,351

      302,351

        1,589

        1,589

     △3,582

       1,588

     △4,572

         990

（款）

（款）

 6 繰入金

 7 繰越金

（項）

（項）

 1 一般会計繰入金

 1 繰越金

 1

 1

一 般 会 計 繰 入 金

　　　　計

繰 越 金

　　　　計

２  歳  入

 1

 1

一般会計繰入金

その他の繰越金

（単位　千円）

目 補正前の額 補　正　額 計
節

区　　　分 金　　額
説　　　　　　　　　明
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一般職員給料
扶養手当
通勤手当
住居手当
期末手当
勤勉手当
退職手当
児童手当
共済組合負担金
社会保険料

電算システム改修委託

令和元年度茨城県国民健康
保険保険給付費等交付金返
還金

 2
 3
 3
 3
 3
 3
 3
 3
 4
 4

12

22

01

02

01

職員等人件費

一般管理事業

特定健康診査等事業

     48,228

     49,707

     26,568

     26,568

    △3,582

    △3,582

      1,588

      1,588

     44,646

     46,125

     28,156

     28,156

    △3,582

    △3,582

      1,588

      1,588

    △3,168
      △808

      △596
        990

      1,588

     △3,168
         120
        △35
       △248
       △522
       △207
        △96
         180
       △233
       △363

         990

       1,588

     △4,572

         990

       1,588

（款）

（款）

 1 総務費

 6 保健事業費

（項）

（項）

 1 総務管理費

 1 特定健康診査等事業費

 1

 1

一般管理
費

　計

特定健康
診 査 等
事 業 費

　計

３  歳  出

 2
 3

 4
12

22

給 料
職 員
手当等
共済費
委託料

償還金
、利子
及 び
割引料

（単位　千円）

目 一　　般
財　　源

節

区　分 金　　額
説　　　　　　　　　明補正前の額 補　正　額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳
特 定 財 源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
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（単位　千円）

（単位　千円）

(　）内は会計年度任用職員を別掲、会計年度任用職員の手当は期末手当のみとなる。

（単位　千円）

給　与　費　明　細　書

151

151

151

151

議　　　　　員
補　正　前

長　　　　　等

2,458 636

△ 207 △ 248

1,877219 1,500

比   　　較

長　　　　　等

議　　　　　員

計

その他の特別職

1,7812,251 388 184 1,500

管理職員
特別勤務

手当
扶養手当

120

地域手当

2,911

151

給　　　　　　　与　　　　　　　費
共　済　費

報　　　酬 給　　　料 職員手当 計

10

補　正　後

長　　　　　等

退職手当

151

住居手当 通勤手当
時間外

勤務手当
特殊勤務

手当
管理職
手当

宿日直
手当

休日勤務
手当

夜間勤務
手当

その他の特別職 10 151

( 2) ( 4,362) ( 615) ( 4,977)

151

２　一　般　職

（１）総　括

4,583

計 10 151

△ 4,389△ 3,168 △ 988 △ 4,156 △ 233

151

151

その他の特別職 10

計

151

合　　　計区　　　　分 職員数（人）

給　　　　　　与　　　　　　費

共　済　費
報　　酬 給　　料

期末手当 年間支給率
                  （月分）

その他
の手当

計

議　　　　　員

１　特　別　職

△ 96△ 35

比    較

補正後

補正前

120

3,433

△ 522

勤勉手当

区　分 職員数（人）

4

( 2) ( 4,362) ( 615)

合　　　　　計

職員
手当
等の
内訳

区　分

補正後

補正前

比 　較

期末手当

( 5,847)

26,6714,35013,186 9,135 22,321

( 4,977) ( 870)

( 870) ( 5,847)

4 31,06016,354 10,123 26,477
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 議案第６３号 

 

   令和２年度かすみがうら市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号） 

 

 令和２年度かすみがうら市の後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ７７０千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

８８４，７７０千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出 

予算補正」による。 

 

   令和２年１１月３０日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   
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     498,980

     498,980

           0

           0

     884,000

         616

         616

         154

         154

         770

     499,596

     499,596

         154

         154

     884,770歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計

 3

 6

繰 入 金

国 庫 補 助 金

 1

 1

一 般 会 計 繰 入 金

国 庫 補 助 金

歳    入 （単位　千円）
第 １ 表　　歳 入 歳 出 予 算 補 正

款 項 補正前の額 補正額 計
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       3,520

       2,734

     884,000

         770

         770

         770

       4,290

       3,504

     884,770歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計

 1 総 務 費

 1 総 務 管 理 費

歳　　出 （単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 計
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         384,017

               1

         498,980

               1

           1,001

               0

         884,000

               0

               0

             616

               0

               0

             154

             770

         384,017

               1

         499,596

               1

           1,001

             154

         884,770歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計

 1

 2

 3

 4

 5

 6

後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料

使 用 料 及 び 手 数 料

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

国 庫 補 助 金

歳    入 （単位　千円）

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書
１  総    括

款 補正前の額 補正額 計
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       3,520

     878,479

       1,001

       1,000

     884,000

         770

           0

           0

           0

         770

       4,290

     878,479

       1,001

       1,000

     884,770歳 　　出 　　合 　　計

 1

 2

 3

 4

総 務 費

後期高齢者医療広域連合納付金

諸 支 出 金

予 備 費

歳    出 （単位　千円）

款 補正前の額 補正額 計

         154

         154

         616

         616

補正額の財源内訳

特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
一 般 財 源
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事務費繰入金

高齢者医療制度円滑運営事業費補助金

        3,518

      498,980

            0

            0

          616

          616

          154

          154

        4,134

      499,596

          154

          154

         616

         154

（款）

（款）

 3 繰入金

 6 国庫補助金

（項）

（項）

 1 一般会計繰入金

 1 国庫補助金

 1

 1

事 務 費 繰 入 金

　　　　計

総務費国庫補助金

　　　　計

２  歳  入

 1

 1

事 務 費 繰 入 金

高齢者医療制度円

滑運営事業費補助

金

（単位　千円）

目 補正前の額 補　正　額 計
節

区　　　分 金　　額
説　　　　　　　　　明
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電算システム改修委託12
01 後期高齢者医療一般管理事業      2,734

      2,734

        770

        770

      3,504

      3,504

        154

        154

        616

        616

        770
         770
         770

（款） 1 総務費 （項） 1 総務管理費

 1一般管理
費
　計

３  歳  出

12 委託料

（単位　千円）

目 一　　般
財　　源

節

区　分 金　　額
説　　　　　　　　　明補正前の額 補　正　額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳
特 定 財 源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
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 議案第６４号 

 

   令和２年度かすみがうら市介護保険特別会計補正予算（第３号） 

 

 令和２年度かすみがうら市の介護保険特別会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３７，０２１千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

３，６６９，８３６千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出 

予算補正」による。 

 

   令和２年１１月３０日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   
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     762,607

     168,876

     609,767

     576,643

      33,124

       4,815

       4,815

   3,632,815

       1,391

       1,391

       3,275

       1,533

       1,742

      32,355

      32,355

      37,021

     763,998

     170,267

     613,042

     578,176

      34,866

      37,170

      37,170

   3,669,836歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計

 3

 7

 8

国 庫 支 出 金

繰 入 金

繰 越 金

 2

 1

 2

 1

国 庫 補 助 金

一 般 会 計 繰 入 金

基 金 繰 入 金

繰 越 金

歳    入 （単位　千円）
第 １ 表　　歳 入 歳 出 予 算 補 正

款 項 補正前の額 補正額 計
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      99,348

      74,128

     108,551

      59,866

       4,817

       4,815

           1

   3,632,815

       2,924

       2,924

         △5

         △5

      34,102

       1,739

      32,363

      37,021

     102,272

      77,052

     108,546

      59,861

      38,919

       6,554

      32,364

   3,669,836歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計

 1

 4

 7

総 務 費

地 域 支 援 事 業 費

諸 支 出 金

 1

 3

 1

 3

総 務 管 理 費

包 括 的 支 援 事 業 ・ 任 意 事 業 費

償 還 金 及 び 還 付 加 算 金

繰 出 金

歳　　出 （単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 計
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         787,902

             100

         762,607

         924,537

         521,073

              35

         609,767

           4,815

           9,533

          12,446

       3,632,815

               0

               0

           1,391

               0

               0

               0

           3,275

          32,355

               0

               0

          37,021

         787,902

             100

         763,998

         924,537

         521,073

              35

         613,042

          37,170

           9,533

          12,446

       3,669,836歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計

 1

 2

 3

 4

 5

 6

 7

 8

 9

10

保 険 料

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

支 払 基 金 交 付 金

県 支 出 金

財 産 収 入

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

介 護 サ ー ビ ス 収 入

歳    入 （単位　千円）

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書
１  総    括

款 補正前の額 補正額 計
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      99,348

   3,391,484

           1

     108,551

      18,579

          35

       4,817

      10,000

   3,632,815

       2,924

           0

           0

         △5

           0

           0

      34,102

           0

      37,021

     102,272

   3,391,484

           1

     108,546

      18,579

          35

      38,919

      10,000

   3,669,836歳 　　出 　　合 　　計

 1

 2

 3

 4

 5

 6

 7

 8

総 務 費

保 険 給 付 費

財 政 安 定 化 基 金 拠 出 金

地 域 支 援 事 業 費

介 護 サ ー ビ ス 事 業 費

基 金 積 立 金

諸 支 出 金

予 備 費

歳    出 （単位　千円）

款 補正前の額 補正額 計

       1,391

       1,391

       1,392

       1,742

       3,134

         141

         △5

      32,360

      32,496

補正額の財源内訳

特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
一 般 財 源

58



介護保険事業費補助金

職員給与費等繰入金

事務費繰入金

介護給付費準備基金繰入金

前年度繰越金

            0

      168,876

       99,068

      576,643

       33,124

       33,124

        4,815

        4,815

        1,391

        1,391

        1,533

        1,533

        1,742

        1,742

       32,355

       32,355

        1,391

      170,267

      100,601

      578,176

       34,866

       34,866

       37,170

       37,170

       1,391

         141

       1,392

       1,742

      32,355

（款）

（款）

（款）

（款）

 3 国庫支出金

 7 繰入金

 7 繰入金

 8 繰越金

（項）

（項）

（項）

（項）

 2 国庫補助金

 1 一般会計繰入金

 2 基金繰入金

 1 繰越金

 5

 5

 1

 1

介護保険事業費補助

金

　　　　計

その他一般会計繰入

金

　　　　計

介護給付費準備基金

繰 入 金

　　　　計

繰 越 金

　　　　計

２  歳  入

 1

 1

 2

 1

 1

介護保険事業費補

助 金

職員給与費等繰入

金

事 務 費 繰 入 金

介護給付費準備

基 金 繰 入 金

繰 越 金

（単位　千円）

目 補正前の額 補　正　額 計
節

区　　　分 金　　額
説　　　　　　　　　明
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一般職給料
扶養手当
通勤手当
住居手当
期末手当
勤勉手当
退職手当
児童手当
共済組合負担金

介護保険システム改修委託

一般職給料
通勤手当
住居手当
期末手当
勤勉手当
退職手当
共済組合負担金

国庫支出金等返還金

一般会計繰出金

 2
 3
 3
 3
 3
 3
 3
 3
 4

12

 2
 3
 3
 3
 3
 3
 4

22

27

01

02

01

01

01

職員等人件費

一般管理事業

職員等人件費

国庫支出金等返還事業

一般会計繰出事業

     74,128

     74,128

     24,736

     59,866

      3,815

      4,815

          1

          1

      2,924

      2,924

        △5

        △5

      1,739

      1,739

     32,363

     32,363

     77,052

     77,052

     24,731

     59,861

      5,554

      6,554

     32,364

     32,364

      1,391

      1,391

      1,392

      1,392

      1,742

      1,742

        141

        141

        △5

        △5

      1,739

      1,739

     30,621

     30,621

      △398
        573

       △34
      2,783

        146
      △100

       △51

      1,739

     32,363

       △398
         300
        △12
         258
       △338
         199
         △4
         170
        △34

       2,783

         146
           6
       △184
          20
          38
          20
        △51

       1,739

      32,363

         141

       2,783

         △5

       1,739

      32,363

（款）

（款）

（款）

（款）

 1 総務費

 4 地域支援事業費

 7 諸支出金

 7 諸支出金

（項）

（項）

（項）

（項）

 1 総務管理費

 3 包括的支援事業・任意事業費

 1 償還金及び還付加算金

 3 繰出金

 1

 2

 2

 1

一般管理
費

　計

地域包括
支援セン
タ ー 費

　計

償 還 金

　計

一般会計
繰 出 金
　計

３  歳  出

 2
 3

 4
12

 2
 3

 4

22

27

給 料
職 員
手当等
共済費
委託料

給 料
職 員
手当等
共済費

償還金
、利子
及 び
割引料

繰出金

（単位　千円）

目 一　　般
財　　源

節

区　分 金　　額
説　　　　　　　　　明補正前の額 補　正　額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳
特 定 財 源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
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（単位　千円）

（単位　千円）

(　）内は会計年度任用職員を別掲、会計年度任用職員の手当は期末手当のみとなる。

（単位　千円）

給　与　費　明　細　書

5,311

5,311

5,311

5,311

議　　　　　員
補　正　前

長　　　　　等

6,481 494

237 74

5,293650 1,608

比   　　較

長　　　　　等

議　　　　　員

計

その他の特別職

5,3096,718 568 644 1,608 449

管理職員
特別勤務

手当
扶養手当

378

地域手当

8,614

5,311

給　　　　　　　与　　　　　　　費
共　済　費

報　　　酬 給　　　料 職員手当 計

26

補　正　後

長　　　　　等

退職手当

5,311

住居手当 通勤手当
時間外

勤務手当
特殊勤務

手当
管理職
手当

宿日直
手当

休日勤務
手当

夜間勤務
手当

その他の特別職 26 5,311

( 7) ( 15,108) ( 2,130) ( 17,238)

5,311

２　一　般　職

（１）総　括

12,225

計 26 5,311

△ 34△ 252 303 51 △ 85

5,311

5,311

その他の特別職 26

計

5,311

合　　　計区　　　　分 職員数（人）

給　　　　　　与　　　　　　費

共　済　費
報　　酬 給　　料

期末手当 年間支給率
                  （月分）

その他
の手当

計

議　　　　　員

１　特　別　職

16△ 6

449

比    較

補正後

補正前

78

300

8,932

△ 318

勤勉手当

区　分 職員数（人）

11

( 7) ( 15,108) ( 2,130)

合　　　　　計

職員
手当
等の
内訳

区　分

補正後

補正前

比 　較

期末手当

( 20,251)

75,37712,14038,949 24,288 63,237

( 17,238) ( 3,013)

( 3,013) ( 20,251)

11 75,41139,201 23,985 63,186
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 議案第６５号 

 

   小中学校学習者用コンピュータ機器等の取得について 

 

 小中学校学習者用コンピュータ機器等を取得することについて、かすみがう

ら市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成１

７年かすみがうら市条例第５１号）第３条の規定により、議会の議決を求める。 

 

   令和２年１１月３０日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   

 

１ 件 名 小中学校学習者用コンピュータ機器等購入 

２ 納 入 場 所 かすみがうら市 小中学校１１校及び学校教育課 

３ 契約の方 法 企画競争（プロポーザル）による契約 

４ 取 得 価 格 １４６，２６２，４９０円 

５ 契約の相手方 大阪府大阪市中央区島町２-４-１２ 

         ミカサ商事株式会社 

         代表取締役 中西 日出喜 
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議案第６６号 

湖北環境衛生組合を組織する地方公共団体の数の減少及び湖北環

境衛生組合規約の変更について

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定により、令

和３年３月３１日をもって湖北環境衛生組合から土浦市が脱退し、湖北環境衛

生組合規約（昭和４３年地指令第１７６号）の一部を変更することについて、

同法第２９０条の規定により、議会の議決を求める。 

令和２年１１月３０日提出 

かすみがうら市長  坪 井 透  

湖北環境衛生組合規約の一部を変更する規約 

 湖北環境衛生組合規約（昭和４３年地指令第１７６号）の一部を次のように

変更する。 

 第２条中「かすみがうら市 土浦市 小美玉市」を「かすみがうら市 小美

玉市」に改める。 

 第３条第２項中「，土浦市に係るものについては，旧新治村の区域（平成１

８年２月１９日現在の新治村の区域をいう。）を対象とし」を削る。 

 第５条第１項中「１６名」を「１４名」に、「かすみがうら市 ４名 土浦市 

２名 小美玉市 ３名」を「かすみがうら市 ４名 小美玉市 ３名」に改め

る。 

附則
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 この規約は、令和３年４月１日から施行する。 
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 議案第６７号 

 

   つくば市等公平委員会を共同設置する地方公共団体数の減少及び    

   同公平委員会規約の変更について    

 

 令和３年３月３１日をもって新治地方広域事務組合が解散することに伴い、

つくば市等公平委員会を共同設置する地方公共団体のうちから新治地方広域事

務組合を削り、同公平委員会規約を次のとおり変更したいので、地方自治法（

昭和２２年法律第６７号）第２５２条の７第３項で準用する同法第２５２条の

２の２第３項本文の規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

   令和２年１１月３０日 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   

 

つくば市等公平委員会規約の一部を改正する規約 

つくば市等公平委員会規約の一部を次のように改正する。 

 

 第１条中「掲げる市等」を「掲げる市」に、「関係市等」を「関係市」に改め

、同条第４号を削る。 

 第６条第１項中「関係市等」を「関係市」に改める。 

附 則 

 この規約は、令和３年４月１日から施行する。 
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 議案第６８号 

 

   市道路線の廃止について 

 

 市道路線を廃止することについて、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第

１０条第３項の規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

   令和２年１１月３０日提出 

                                    

かすみがうら市長  坪 井  透   

 

 

路線名 道路区域(区間） 総延長 

種別 番号 起点側(地番) 終点側(地番) (m) 

その他 8-1911 下土田 1542番 3 下土田 1520番 5 48.00 
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路線廃止位置図（千代田地区）　　

Ｒ６

Ｒ６

常磐自動車道

常磐自動車道

市役所(千代田庁舎)

市道8-1911号線
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詳細位置図

市道8-1911号線

起点

終点

中根橋

常磐高速道路
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 議案第６９号 

 

   市道路線の廃止について 

 

 市道路線を廃止することについて、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第

１０条第３項の規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

   令和２年１１月３０日提出 

                                    

かすみがうら市長  坪 井  透   

 

 

路線名 道路区域(区間） 総延長 

種別 番号 起点側(地番) 終点側(地番) (m) 

その他 8-1912 下土田 1491番 1 下土田 1520番 5 78.00 
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路線廃止位置図（千代田地区）　　

Ｒ６

Ｒ６

常磐自動車道

常磐自動車道

市役所(千代田庁舎)

市道8-1912号線
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詳細位置図

市道8-1912号線

起点

終点

中根橋

常磐高速道路
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 議案第７０号 

 

   市道路線の廃止について 

 

 市道路線を廃止することについて、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第 

１０条第３項の規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

   令和２年１１月３０日提出 

                                    

かすみがうら市長  坪 井  透   

 

 

路線名 道路区域(区間） 総延長 

種別 番号 起点側(地番) 終点側(地番) (m) 

その他 8-2378 市川 362番 市川 360番 65.00 
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路線廃止位置図（千代田地区）　　

Ｒ６

Ｒ６

常磐自動車道

常磐自動車道

市役所(千代田庁舎)

市道8-2378号線
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詳細位置図

終点

市道8-2378号線

起点
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 議案第７１号 

 

   市道路線の変更について 

 

 市道路線を変更することについて、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第

１０条第３項の規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

   令和２年１１月３０日提出 

                                    

かすみがうら市長  坪 井  透   

 

 

路線名 新旧 道路区域(区間） 敷地の幅員 総延長 

種別 番号 区別 起点側(地番) 終点側(地番) 
最小～最大 

(m) 
(m) 

その他 1236 

旧 深谷 426番 1 

深谷 354番 1.50～4.00 

214.16 

新 深谷 428番 6 156.81 
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路線廃止位置図（霞ヶ浦地区）

市道1236号線
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変更前路線 変更後路線 詳細位置図(変更図）

起点

終点

市道1236号線
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議案第７２号

市道路線の変更について

 市道路線を変更することについて、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第

１０条第３項の規定に基づき、議会の議決を求める。

令和２年１１月３０日提出

かすみがうら市長  坪 井  透 

路線名 新旧 道路区域(区間） 敷地の幅員 総延長 

種別 番号 区別 起点側(地番) 終点側(地番) 
最小～最大 

(m) 
(m) 

その他 5259 

旧 田伏 3625番 

田伏 3618番 

1.50～1.98 113.43 

新 田伏 3629 番3 1.50～1.50 16.00 
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路線廃止位置図（霞ヶ浦地区）

市道5259号線
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変更前路線 変更後路線詳細位置図(変更図）

起点

終点

市道5259号線

起点
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(参考資料) 
 付議事件(条例)条文新旧対照表 

かすみがうら市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例 新旧対照表(第1

条関係) 

改正前 改正後 

 (給与条例の適用除外)  (給与条例の適用除外) 

第8条 (略) 第8条 (略) 

2 特定任期付職員に対する給与条例第2条

第1項及び第20条第2項の規定の適用につい

ては、給与条例第2条第1項中「この条例」と

あるのは「この条例及びかすみがうら市一般

職の任期付職員の採用及び給与の特例に関

する条例(平成29年かすみがうら市条例第15

号)第7条の規定」と、給与条例第20条第2項

中「100分の130」とあるのは「100分の170」

とする。 

2 特定任期付職員に対する給与条例第2条

第1項及び第20条第2項の規定の適用につい

ては、給与条例第2条第1項中「この条例」と

あるのは「この条例及びかすみがうら市一般

職の任期付職員の採用及び給与の特例に関

する条例(平成29年かすみがうら市条例第15

号)第7条の規定」と、給与条例第20条第2項

中「100分の130」とあるのは「100分の170」

と、「100分の125」とあるのは「100分の165」

とする。 

 
かすみがうら市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例 新旧対照表(第2

条関係) 

改正前 改正後 

 (給与条例の適用除外)  (給与条例の適用除外) 

第8条 (略) 第8条 (略) 

2 特定任期付職員に対する給与条例第2条

第1項及び第20条第2項の規定の適用につい

ては、給与条例第2条第1項中「この条例」と

あるのは「この条例及びかすみがうら市一般

職の任期付職員の採用及び給与の特例に関

する条例(平成29年かすみがうら市条例第15

号)第7条の規定」と、給与条例第20条第2項

中「100分の130」とあるのは「100分の170」

と、「100分の125」とあるのは「100分の165」

とする。 

2 特定任期付職員に対する給与条例第2条

第1項及び第20条第2項の規定の適用につい

ては、給与条例第2条第1項中「この条例」と

あるのは「この条例及びかすみがうら市一般

職の任期付職員の採用及び給与の特例に関

する条例(平成29年かすみがうら市条例第15

号)第7条の規定」と、給与条例第20条第2項

中「100分の127.5」とあるのは「100分の

167.5」とする。 

 
かすみがうら市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例 新旧対照表(第1
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条関係) 

改正前 改正後 

 (期末手当)  (期末手当) 

第4条 市長等の期末手当の額は、給与条例

第20条第2項、第4項及び第5項の規定を準用

して算出された額とする。この場合におい

て、同条第2項中「100分の130」とあるのは

「100分の170」とし、同条第5項中「行政職

給料表の適用を受ける職員でその職務の級

が3級以上のもの並びに同表以外の各給料表

の適用を受ける職員で職務の複雑、困難及び

責任の度等を考慮してこれに相当する職員

として当該各給料表につき規則で定めるも

の」とあるのは「規則で定める職員」と、「職

員の職の職制上の段階、職務の級等を考慮し

て規則で定める職員の区分に応じて」とある

のは「職務等に応じて」と読み替えるものと

する。 

第4条 市長等の期末手当の額は、給与条例

第20条第2項、第4項及び第5項の規定を準用

して算出された額とする。この場合におい

て、同条第2項中「100分の130」とあるのは

「100分の170」と、「100分の125」とあるの

は「100分の165」とし、同条第5項中「行政

職給料表の適用を受ける職員でその職務の

級が3級以上のもの並びに同表以外の各給料

表の適用を受ける職員で職務の複雑、困難及

び責任の度等を考慮してこれに相当する職

員として当該各給料表につき規則で定める

もの」とあるのは「規則で定める職員」と、

「職員の職の職制上の段階、職務の級等を考

慮して規則で定める職員の区分に応じて」と

あるのは「職務等に応じて」と読み替えるも

のとする。 

 
かすみがうら市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例 新旧対照表(第2

条関係) 

改正前 改正後 

 (期末手当)  (期末手当) 

第4条 市長等の期末手当の額は、給与条例

第20条第2項、第4項及び第5項の規定を準用

して算出された額とする。この場合におい

て、同条第2項中「100分の130」とあるのは

「100分の170」と、「100分の125」とあるの

は「100分の165」とし、同条第5項中「行政

職給料表の適用を受ける職員でその職務の

級が3級以上のもの並びに同表以外の各給料

表の適用を受ける職員で職務の複雑、困難及

び責任の度等を考慮してこれに相当する職

員として当該各給料表につき規則で定める

もの」とあるのは「規則で定める職員」と、

第4条 市長等の期末手当の額は、給与条例

第20条第2項、第4項及び第5項の規定を準用

して算出された額とする。この場合におい

て、同条第2項中「100分の127.5」とあるの

は「100分の167.5」とし、同条第5項中「行

政職給料表の適用を受ける職員でその職務

の級が3級以上のもの並びに同表以外の各給

料表の適用を受ける職員で職務の複雑、困難

及び責任の度等を考慮してこれに相当する

職員として当該各給料表につき規則で定め

るもの」とあるのは「規則で定める職員」と、

「職員の職の職制上の段階、職務の級等を考
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「職員の職の職制上の段階、職務の級等を考

慮して規則で定める職員の区分に応じて」と

あるのは「職務等に応じて」と読み替えるも

のとする。 

慮して規則で定める職員の区分に応じて」と

あるのは「職務等に応じて」と読み替えるも

のとする。 

 
かすみがうら市職員の給与に関する条例 新旧対照表(第1条関係) 

改正前 改正後 

 (期末手当)  (期末手当) 

第20条 (略) 第20条 (略) 

2 期末手当の額は、期末手当基礎額に100

分の130を乗じて得た額に、基準日以前6箇月

以内の期間における職員の在職期間の次の

各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める

割合を乗じて得た額とする。 

2 期末手当の額は、期末手当基礎額に、6

月に支給する場合には100分の130、12月に支

給する場合には100分の125を乗じて得た額

に、基準日以前6箇月以内の期間における職

員の在職期間の次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額と

する。 

(1)～(4) (略) (1)～(4) (略) 

3 再任用職員に対する前項の規定の適用に

ついては、同項中「100分の130」とあるのは、

「100分の72.5」とする。 

3 再任用職員に対する前項の規定の適用に

ついては、同項中「100分の125」とあるのは、

「100分の72.5」とする。 

4～6 (略) 4～6 (略) 

 
かすみがうら市職員の給与に関する条例 新旧対照表(第2条関係) 

改正前 改正後 

 (期末手当)  (期末手当) 

第20条 (略) 第20条 (略) 

2 期末手当の額は、期末手当基礎額に、6

月に支給する場合には100分の130、12月に支

給する場合には100分の125を乗じて得た額

に、基準日以前6箇月以内の期間における職

員の在職期間の次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額と

する。 

2 期末手当の額は、期末手当基礎額に100

分の127.5を乗じて得た額に、基準日以前6

箇月以内の期間における職員の在職期間の

次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定

める割合を乗じて得た額とする。 

(1)～(4) (略) (1)～(4) (略) 

3 再任用職員に対する前項の規定の適用に

ついては、同項中「100分の125」とあるのは、

3 再任用職員に対する前項の規定の適用に

ついては、同項中「100分の127.5」とあるの
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「100分の72.5」とする。 は、「100分の72.5」とする。 

4～6 (略) 4～6 (略) 

 
かすみがうら市行政組織条例 新旧対照表 

改正前 改正後 

 (部の設置)  (部の設置) 

第2条 地方自治法(昭和22年法律第67号。以

下「法」という。)第158条第1項の規定に基

づき、市長の権限に属する事務を分掌させる

ため、次の部を置く。 

第2条 地方自治法(昭和22年法律第67号。以

下「法」という。)第158条第1項の規定に基

づき、市長の権限に属する事務を分掌させる

ため、次の部を置く。 

(1)～(4) (略) (1)～(4) (略) 

(5) 都市産業部 (5) 産業経済部 

(6) 建設部 (6) 都市建設部 

 (部の事務分掌)  (部の事務分掌) 

第3条 各部の事務分掌は、次のとおりとす

る。 

第3条 各部の事務分掌は、次のとおりとす

る。 

(1) 市長公室 (1) 市長公室 

  ｱ 秘書に関すること。   ｱ 秘書に関すること。 

  ｲ 市政の総合企画及び総合調整に関す

ること。 

  ｲ 市政の総合企画及び総合調整に関す

ること。 

  ｳ 広報及び情報政策に関すること。   ｳ 広報に関すること。 

   ｴ 情報政策に関すること。 

   ｵ 行政改革に関すること。 

  ｴ 広域行政に関すること。   ｶ 広域行政に関すること。 

  ｵ 予算その他財政に関すること。   ｷ 予算その他財政に関すること。 

  ｶ 統計に関すること。   ｸ 統計に関すること。 

  ｷ 商業及び工業に関すること。  

  ｸ 労政に関すること。  

(2)～(4) (略) (2)～(4) (略) 

(5) 都市産業部 (5) 産業経済部 

  ｱ 農業、林業及び水産業に関すること。   ｱ 農業、林業及び水産業に関すること。 

  ｲ 観光に関すること。   ｲ 観光に関すること。 

  ｳ 都市計画に関すること。   ｳ 商業及び工業に関すること。 

  ｴ 開発に関すること。   ｴ 労政に関すること。 

  ｵ 公園緑地に関すること。   ｵ その他産業振興に関すること。 

  ｶ 建築指導に関すること。  
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  ｷ 土地区画整理に関すること。  

(6) 建設部 (6) 都市建設部 

   ｱ 都市計画に関すること。 

   ｲ 開発に関すること。 

   ｳ 公園緑地に関すること。 

   ｴ 建築指導に関すること。 

   ｵ 土地区画整理に関すること。 

   道路、河川その他土木に関すること。   ｶ 道路、河川その他土木に関すること。 

 
かすみがうら市農業振興地域整備促進協議会設置条例 新旧対照表(附則第2項関係) 

改正前 改正後 

 (庶務)  (庶務) 

第 8条 協議会の庶務は、都市産業部農林水

産課において処理する。 

第8条 協議会の庶務は、産業経済部農林水

産課において処理する。 

 
かすみがうら市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例 新旧対照表(附則第3項関

係) 

改正前 改正後 

 (組織)  (組織) 

第4条 法第7条ただし書及び令第8条の2の

規定に基づき、上下水道事業に管理者を置か

ないものとする。 

第4条 法第7条ただし書及び令第8条の2の

規定に基づき、上下水道事業に管理者を置か

ないものとする。 

2 法第14条の規定に基づき、上下水道事業

の管理者の権限を行う市長(以下「市長」と

いう。)に属する事務を処理させるため、建

設部を置く。 

2 法第14条の規定に基づき、上下水道事業

の管理者の権限を行う市長(以下「市長」と

いう。)に属する事務を処理させるため、都

市建設部を置く。 

 

かすみがうら市あじさい館設置及び管理に関する条例 新旧対照表(第1条関係) 

改正前 改正後 

(施設の構成) (施設の構成) 

第3条 あじさい館は、次の各号に掲げる施

設のほか、多目的室、軽運動室及びコミュニ

ティ広場(以下「多目的室等」という。)並び

にこれらに附属する施設をもって構成する。 

第3条 あじさい館は、次の各号に掲げる施

設のほか、軽運動室及びコミュニティ広場

(以下「軽運動室等」という。)並びにこれら

に附属する施設をもって構成する。 

(1)～(3) (略) (1)～(3) (略) 

(開館時間等) (開館時間等) 
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第5条 あじさい館の開館時間は、午前8時30

分から午後10時までとする。 

第5条 あじさい館の開館時間は、午前8時30

分から午後10時までとする。 

2 あじさい館の各施設毎の使用時間は、次

のとおりとする。 

2 あじさい館の各施設毎の使用時間は、次

のとおりとする。 

(1) 多目的室 午前9時から午後10時まで ＿_ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(2) (略) (1) (略) 

(3) (略) (2) (略) 

3 前2項の規定にかかわらず、教育長が必要

と認めたときは、これを変更することができ

る。 

3 前2項の規定にかかわらず、市長が必要と

認めたときは、これを変更することができ

る。 

(休館日) (休館日) 

第6条 多目的室等の休館日は、次の各号に

掲げるとおりとする。ただし、教育長が必要

と認めたときは、これを変更し、又は臨時に

休館することができる。 

第6条 軽運動室等の休館日は、次の各号に

掲げるとおりとする。ただし、市長が必要と

認めたときは、これを変更し、又は臨時に休

館することができる。 

(1)及び(2) (略) (1)及び(2) (略) 

(使用の許可等) (使用の許可等) 

第8条 多目的室等を使用しようとする者

は、館長に申請し、多目的室等を使用するた

めの許可(以下「使用許可」という。)を受け

なければならない。この場合において、許可

を受けた事項の変更又は取消しを受けよう

とするときも、また同様とする。 

第8条 軽運動室等を使用しようとする者

は、館長に申請し、軽運動室等を使用するた

めの許可(以下「使用許可」という。)を受け

なければならない。この場合において、許可

を受けた事項の変更又は取消しを受けよう

とするときも、また同様とする。 

2及び3 (略) 2及び3 (略) 

(使用許可の取消し等) (使用許可の取消し等) 

第9条 館長は、多目的室等を使用する者(以

下「使用者」という。)が、次の各号のいず

れかに該当するときは、使用許可を取り消

し、その条件を変更、又は使用の停止を命ず

ることができる。 

第9条 館長は、軽運動室等を使用する者(以

下「使用者」という。)が、次の各号のいず

れかに該当するときは、使用許可を取り消

し、その条件を変更、又は使用の停止を命ず

ることができる。 

(1)～(4) (略) (1)～(4) (略) 

2 (略) 2 (略) 

(禁止行為) (禁止行為) 

第10条 あじさい館の館内及び敷地内にお

いて、次の各号に掲げる行為をしてはならな

い。ただし、第1号及び第2号に関し、教育長

第10条 あじさい館の館内及び敷地内にお

いて、次の各号に掲げる行為をしてはならな

い。ただし、第1号及び第2号に関し、市長の
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の承認を得た場合はこの限りでない。 承認を得た場合はこの限りでない。 

(1)～(3) (略) (1)～(3) (略) 

2 (略) 2 (略) 

(原状回復の義務) (原状回復の義務) 

第12条 使用者は、多目的室等の使用が終了

したとき、又は第7条の規定により退館を命

ぜられたとき、若しくは第9条の規定により

使用許可を取り消され、又は使用の停止を命

ぜられたときは、当該施設等を速やかに原状

に回復しなければならない。ただし、教育長

の承認を得たときは、この限りでない。 

第12条 使用者は、軽運動室等の使用が終了

したとき、又は第7条の規定により退館を命

ぜられたとき、若しくは第9条の規定により

使用許可を取り消され、又は使用の停止を命

ぜられたときは、当該施設等を速やかに原状

に回復しなければならない。ただし、市長の

承認を得たときは、この限りでない。 

(指定管理者による管理) (指定管理者による管理) 

第13条 第3条各号に掲げる施設を除くあじ

さい館(以下「あじさい館多目的室等」とい

う。)の管理は、地方自治法(昭和22年法律第

67号)第244条の2第3項の規定に基づき、法人

その他の団体であって、教育委員会が指定す

るもの(以下「指定管理者」という。)に行わ

せることができる。 

第13条 第3条各号に掲げる施設を除くあじ

さい館(以下「あじさい館軽運動室等」とい

う。)の管理は、地方自治法(昭和22年法律第

67号)第244条の2第3項の規定に基づき、法人

その他の団体であって、市が指定するもの

(以下「指定管理者」という。)に行わせるこ

とができる。 

(指定管理者が行う業務) (指定管理者が行う業務) 

第14条 指定管理者が行う業務は、次の各号

に掲げるとおりとする。 

第14条 指定管理者が行う業務は、次の各号

に掲げるとおりとする。 

(1) あじさい館多目的室等の施設及び附帯

設備の維持管理に関する業務 

(1) あじさい館軽運動室等の施設及び附帯

設備の維持管理に関する業務 

(2) あじさい館多目的室等の運営に関する

業務 

(2) あじさい館軽運動室等の運営に関する

業務 

(3) あじさい館多目的室等の使用許可に関

する業務 

(3) あじさい館軽運動室等の使用許可に関

する業務 

(4) (略) (4) (略) 

(5) 前各号に掲げるもののほか、教育委員

会が必要と認める業務 

(5) 前各号に掲げるもののほか、市が必要

と認める業務 

(利用料金制) (利用料金制) 

第15条 市長は、第13条の規定によりあじさ

い館多目的室等の管理を指定管理者に行わ

せる場合は、多目的室等の使用にかかる使用

料(以下「利用料金」という。)を指定管理者

第15条 市長は、第13条の規定によりあじさ

い館軽運動室等の管理を指定管理者に行わ

せる場合は、軽運動室等の使用にかかる使用

料(以下「利用料金」という。)を指定管理者
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の収入として収受させることができる。 の収入として収受させることができる。 

2 (略) 2 (略) 

3 指定管理者は、前項の規定により利用料

金の額を定めるとき又は変更するときは、あ

らかじめ教育委員会の承認を得なければな

らない。 

3 指定管理者は、前項の規定により利用料

金の額を定めるとき又は変更するときは、あ

らかじめ市の承認を得なければならない。 

(指定管理者による管理にあたっての読み替

え) 

(指定管理者による管理にあたっての読み替

え) 

第16条 第5条から第12条まで及び第18条の

規定は、指定管理者による管理を行う場合に

ついて準用する。この場合において、第5条

第3項及び第6条ただし書中「教育長が必要と

認めたときは」とあるのは「指定管理者が必

要と認めたときは、教育長の承認を得て」と、

第7条から第9条第1項までの規定中「館長」

とあるのは「指定管理者」と、第9条第2項中

「館長」とあるのは「館長及び指定管理者」

と、第10条ただし書中「教育長の承認」とあ

るのは「指定管理者があらかじめ教育長の承

認」と、第11条見出し中「使用料」とあるの

は「利用料金」と、同条中「定める使用料」

とあるのは「定める利用料金」と、「市長」

とあるのは「指定管理者」と、第12条中「教

育長」とあるのは「指定管理者」と、第18

条見出し中「教育委員会」とあるのは「教育

委員会及び指定管理者」と、同条中「教育委

員会」とあるのは「教育委員会及び指定管理

者」と読み替えるものとする。 

第16条 第5条から第12条まで及び第18条の

規定は、指定管理者による管理を行う場合に

ついて準用する。この場合において、第5条

第3項及び第6条ただし書中「市長が必要と認

めたときは」とあるのは「指定管理者が必要

と認めたときは、市長の承認を得て」と、第

7条から第9条第1項までの規定中「館長」と

あるのは「指定管理者」と、第9条第2項中「館

長」とあるのは「館長及び指定管理者」と、

第10条ただし書中「市長の承認」とあるのは

「指定管理者があらかじめ市長の承認」と、

第11条見出し中「使用料」とあるのは「利用

料金」と、同条中「定める使用料」とあるの

は「定める利用料金」と、「市長」とあるの

は「指定管理者」と、第12条中「市長」とあ

るのは「指定管理者」と、第18条見出し中「市」

とあるのは「市及び指定管理者」と、同条中

「市」とあるのは「市及び指定管理者」と読

み替えるものとする。 

(損害賠償) (損害賠償) 

第17条 故意又は過失により、あじさい館の

施設又はその設備を損傷し、若しくは滅失し

た者は、それによって生じた損害を市に賠償

しなければならない。ただし、教育長が特別

の事情があると認めたときは、この限りでは

ない。 

第17条 故意又は過失により、あじさい館の

施設又はその設備を損傷し、若しくは滅失し

た者は、それによって生じた損害を市に賠償

しなければならない。ただし、市長が特別の

事情があると認めたときは、この限りではな

い。 

(教育委員会の免責) (市の免責) 
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第18条 教育委員会は、この条例又はこれに

基づく規則に定める使用者の義務の不履行

や過失等による事故等については、その責任

を負わないものとする。 

第18条 市は、この条例又はこれに基づく規

則に定める使用者の義務の不履行や過失等

による事故等については、その責任を負わな

いものとする。 

 

かすみがうら市福祉館設置及び管理に関する条例 新旧対照表(第2条関係) 

改正前 改正後 

(開館時間) (開館時間) 

第3条 福祉館の開館時間は、次の各号に掲

げるとおりとする。ただし、教育長が必要と

認めたときは、これを変更することができ

る。 

第3条 福祉館の開館時間は、次の各号に掲

げるとおりとする。ただし、市長が必要と認

めたときは、これを変更することができる。 

(1)～(3) (略) (1)～(3) (略) 

(休館日) (休館日) 

第4条 福祉館の休館日は、次の各号に掲げ

るとおりとする。ただし、教育長が必要と認

めたときは、これを変更し、又は臨時に休館

することができる。 

第4条 福祉館の休館日は、次の各号に掲げ

るとおりとする。ただし、市長が必要と認め

たときは、これを変更し、又は臨時に休館す

ることができる。 

(1)及び(2) (略) (1)及び(2) (略) 

(入館の制限等) (入館の制限等) 

第5条 教育長は、次の各号のいずれかに該

当する者については、福祉館への入館を禁止

し、又はこれらの者に対し退館を命ずること

ができる。 

第5条 市長は、次の各号のいずれかに該当

する者については、福祉館への入館を禁止

し、又はこれらの者に対し退館を命ずること

ができる。 

(1) この条例又はこの条例に基づく規則に

違反するおそれのある者 

(2) 公の秩序又は善良の風俗を害するおそ

れのある者 

(3) 政治目的及び宗教目的のために使用す

るおそれがあると認めた者 

(4) 公衆浴場法(昭和23年法律第139号)第4

条に規定する者又は他人に迷惑を及ぼすお

それがあると認めた者 

(5) 15人以上の団体。ただし、市、公共的

団体及び公益上特に認めた団体を除く。 

(1) この条例又はこの条例に基づく規則に

違反するおそれのある者 

(2) 公の秩序又は善良の風俗を害するおそ

れのある者 

(3) 政治目的及び宗教目的のために使用す

るおそれがあると認めた者 

(4) 公衆浴場法(昭和23年法律第139号)第4

条に規定する者又は他人に迷惑を及ぼすお

それがあると認めた者 

(5) 15人以上の団体。ただし、市、公共的

団体及び公益上特に認めた団体を除く。 

(6) 前各号に掲げるもののほか、教育長が (6) 前各号に掲げるもののほか、市長が福
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福祉館の管理上支障があると認めた者 祉館の管理上支障があると認めた者 

(使用の許可等) (使用の許可等) 

第6条 福祉館を使用しようとする者は、館

長に申請し、福祉館を使用するための許可

(以下「使用許可」という。)を受けなければ

ならない。この場合において、許可を受けた

事項の変更又は取消しを受けようとすると

きも、また同様とする。 

第6条 福祉館を使用しようとする者は、市

長に申請し、福祉館を使用するための許可

(以下「使用許可」という。)を受けなければ

ならない。この場合において、許可を受けた

事項の変更又は取消しを受けようとすると

きも、また同様とする。 

2 教育長は、前項の許可をするときは、管

理上必要な条件を付すことができる。 

2 市長は、前項の許可をするときは、管理

上必要な条件を付すことができる。 

3 教育長は、次の各号のいずれかに該当す

ると認めるときは、施設の使用を許可しない

ものとする。 

3 市長は、次の各号のいずれかに該当する

と認めるときは、施設の使用を許可しないも

のとする。 

(1)～(6) (略) (1)～(6) (略) 

(使用許可の取消し等) (使用許可の取消し等) 

第7条 教育長は、福祉館を使用する者(以下

「使用者」という。)が、次の各号のいずれ

かに該当するときは、使用許可を取り消し、

その条件を変更、又は使用の停止を命ずるこ

とができる。 

第7条 市長は、福祉館を使用する者(以下

「使用者」という。)が、次の各号のいずれ

かに該当するときは、使用許可を取り消し、

その条件を変更、又は使用の停止を命ずるこ

とができる。 

(1)～(4) (略) (1)～(4) (略) 

2 教育長は、前項の場合において使用者に

損害が生じても、その責めを負わないものと

する。 

2 市長は、前項の場合において使用者に損

害が生じても、その責めを負わないものとす

る。 

(禁止行為) (禁止行為) 

第8条 福祉館内において、次の各号に掲げ

る行為をしてはならない。ただし、第1号及

び第2号に関し、教育長の承認を得た場合は

この限りでない。 

第8条 福祉館内において、次の各号に掲げ

る行為をしてはならない。ただし、第1号及

び第2号に関し、市長の承認を得た場合はこ

の限りでない。 

(1)～(3) (略) (1)～(3) (略) 

2 (略) 2 (略) 

(使用料の返還) (使用料の返還) 

第10条 既に納付された使用料は返還しな

い。ただし、次の各号のいずれかに該当する

ときは、その全部又は一部を返還することが

できる。 

第10条 既に納付された使用料は返還しな

い。ただし、次の各号のいずれかに該当する

ときは、その全部又は一部を返還することが

できる。 
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(1) 使用者の責めに帰することのない理由

により、使用できなくなったとき。 

(2) 使用前に使用許可を取り消されたと

き。 

(1) 使用者の責めに帰することのない理由

により、使用できなくなったとき。 

(2) 使用前に使用許可を取り消されたと

き。 

(3) 前2号に掲げるもののほか、教育長が相

当の理由があると認めたとき。 

(3) 前2号に掲げるもののほか、市長が相当

の理由があると認めたとき。 

(原状回復義務) (原状回復義務) 

第11条 使用者は、福祉館の使用が終了した

とき、又は第5条の規定により退館を命ぜら

れたとき、若しくは第7条の規定により使用

許可を取り消され、又は使用の停止を命ぜら

れたときは、当該施設等を速やかに原状に回

復しなければならない。ただし、教育長の承

認を得たときは、この限りでない。 

第11条 使用者は、福祉館の使用が終了した

とき、又は第5条の規定により退館を命ぜら

れたとき、若しくは第7条の規定により使用

許可を取り消され、又は使用の停止を命ぜら

れたときは、当該施設等を速やかに原状に回

復しなければならない。ただし、市長の承認

を得たときは、この限りでない。 

(指定管理者による管理) (指定管理者による管理) 

第12条 福祉館の管理は、地方自治法(昭和

22年法律第67号)第244条の2第3項の規定に

基づき、法人その他の団体であって、教育委

員会が指定するもの(以下「指定管理者」と

いう。)に行わせることができる。 

第12条 福祉館の管理は、地方自治法(昭和

22年法律第67号)第244条の2第3項の規定に

基づき、法人その他の団体であって、市が指

定するもの(以下「指定管理者」という。)

に行わせることができる。 

(指定管理者が行う業務) (指定管理者が行う業務) 

第13条 指定管理者が行う業務は、次の各号

に掲げるとおりとする。 

第13条 指定管理者が行う業務は、次の各号

に掲げるとおりとする。 

(1) 福祉館の施設及び附帯設備の維持管理

に関する業務 

(2) 福祉館の運営に関する業務 

(3) 福祉館の使用許可に関する業務 

(4) 次条に定める利用料金の徴収に関する

業務 

(1) 福祉館の施設及び附帯設備の維持管理

に関する業務 

(2) 福祉館の運営に関する業務 

(3) 福祉館の使用許可に関する業務 

(4) 次条に定める利用料金の徴収に関する

業務 

(5) 前各号に掲げるもののほか、教育委員

会が必要と認める業務 

(5) 前各号に掲げるもののほか、市が必要

と認める業務 

(利用料金制) (利用料金制) 

第14条 市長は、第12条の規定により福祉館

の管理を指定管理者に行わせる場合は、福祉

館の使用に係る使用料(以下「利用料金」と

いう。)を、指定管理者の収入として収受さ

第14条 市長は、第12条の規定により福祉館

の管理を指定管理者に行わせる場合は、福祉

館の使用に係る使用料(以下「利用料金」と

いう。)を、指定管理者の収入として収受さ
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せることができる。 せることができる。 

2 (略) 2 (略) 

3 指定管理者は、前項の規定により利用料

金の額を定めるとき又は変更するときは、あ

らかじめ教育委員会の承認を得なければな

らない。 

3 指定管理者は、前項の規定により利用料

金の額を定めるとき又は変更するときは、あ

らかじめ市の承認を得なければならない。 

(指定管理者による管理にあたっての読み替

え) 

(指定管理者による管理にあたっての読み替

え) 

第15条 第3条から第11条まで及び第18条の

規定は、指定管理者による管理を行う場合に

ついて準用する。この場合において、第3条

ただし書及び第4条ただし書中「教育長が必

要と認めたときは」とあるのは「指定管理者

が必要と認めたときは、教育長の承認を得

て」と、第5条規定中「教育長」とあるのは

「指定管理者」と、第8条ただし書中「教育

長の承認」とあるのは「指定管理者があらか

じめ教育長の承認」と、第9条見出し及び同

条中「使用料」とあるのは「利用料金」と、

「市長」とあるのは「指定管理者」と、第10

条(見出しを含む。)中「使用料」とあるのは

「利用料金」と、「教育長」とあるのは「指

定管理者」と、第11条中「教育長」とあるの

は「指定管理者」と、第18条見出し中「教育

委員会」とあるのは「教育委員会及び指定管

理者」と、同条中「教育委員会」とあるのは

「教育委員会及び指定管理者」と読み替える

ものとする。 

第15条 第3条から第11条まで及び第18条の

規定は、指定管理者による管理を行う場合に

ついて準用する。この場合において、第3条

ただし書及び第4条ただし書中「市長が必要

と認めたときは」とあるのは「指定管理者が

必要と認めたときは、市長の承認を得て」と、

第5条規定中「市長」とあるのは「指定管理

者」と、第8条ただし書中「市長の承認」と

あるのは「指定管理者があらかじめ市長の承

認」と、第9条見出し及び同条中「使用料」

とあるのは「利用料金」と、「市長」とある

のは「指定管理者」と、第10条(見出しを含

む。)中「使用料」とあるのは「利用料金」

と、「市長」とあるのは「指定管理者」と、

第11条中「市長」とあるのは「指定管理者」

と、第18条見出し中「市」とあるのは「市及

び指定管理者」と、同条中「市」とあるのは

「市及び指定管理者」と読み替えるものとす

る。 

(損害賠償) (損害賠償) 

第17条 故意又は過失により、福祉館の施設

又はその設備を損傷し、若しくは滅失した者

は、それによって生じた損害を市に賠償しな

ければならない。ただし、教育長が特別の事

情があると認めたときは、この限りではな

い。 

第17条 故意又は過失により、福祉館の施設

又はその設備を損傷し、若しくは滅失した者

は、それによって生じた損害を市に賠償しな

ければならない。ただし、市長が特別の事情

があると認めたときは、この限りではない。 

(教育委員会の免責) (市の免責) 
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第18条 教育委員会は、この条例又はこれに

基づく規則に定める使用者の義務の不履行

や過失等による事故等については、その責任

を負わないものとする。 

第18条 市は、この条例又はこれに基づく規

則に定める使用者の義務の不履行や過失等

による事故等については、その責任を負わな

いものとする。 

 

かすみがうら市公の施設の使用料等に関する条例 新旧対照表(第3条関係) 

 

かすみがうら市国民健康保険税条例 新旧対照表 

改正前 改正後 

(国民健康保険税の減額) (国民健康保険税の減額) 

第27条 次の各号の一に掲げる国民健康保

険税の納税義務者に対して課する国民健

康保険税の額は、第2条第2項本文の基礎課

税額からア及びイに掲げる額を減額して

得た額(当該減額して得た額が63万円を超

える場合には、63万円)、同条第3項本文の

後期高齢者支援金等課税額からウ及びエ

に掲げる額を減額して得た額(当該減額し

第27条 次の各号の一に掲げる国民健康保

険税の納税義務者に対して課する国民健

康保険税の額は、第2条第2項本文の基礎課

税額からア及びイに掲げる額を減額して

得た額(当該減額して得た額が63万円を超

える場合には、63万円)、同条第3項本文の

後期高齢者支援金等課税額からウ及びエ

に掲げる額を減額して得た額(当該減額し

改正前 改正後 

別表(第3条、第4条、第5条、第6条関係) 別表(第3条、第4条、第5条、第6条関係) 

施設

名等 

区分 1時間あたり使

用料 

市内 市外 

（略） 

あ じ

さ い

館 

多目的室 480円 720円 

軽運動室 300円 450円 

(略) (略) (略) 

(略) (略) (略) 

(略) (略) (略) 

（略） 
 

施設

名等 

区分 1時間あたり使

用料 

市内 市外 

（略） 

あ じ

さ い

館 

軽運動室 300円 450円 

(略) (略) (略) 

(略) (略) (略) 

(略) (略) (略) 

（略） 
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て得た額が19万円を超える場合には、19

万円)並びに同条第4項本文の介護納付金

課税額からオ及びカに掲げる額を減額し

て得た額(当該減額して得た額が17万円を

超える場合には、17万円)の合算額とする。 

て得た額が19万円を超える場合には、19

万円)並びに同条第4項本文の介護納付金

課税額からオ及びカに掲げる額を減額し

て得た額(当該減額して得た額が17万円を

超える場合には、17万円)の合算額とする。 

(1) 法第703条の5に規定する総所得金額及

び山林所得金額の合算額が33万円を超え

ない世帯に係る納税義務者 

(1) 法第 703 条の 5 に規定する総所得金額

及び山林所得金額の合算額が、43万円(納

税義務者並びにその世帯に属する国民健

康保険の被保険者及び特定同一世帯所属

者のうち給与所得を有する者(前年中に法

第 703条の 5に規定する総所得金額に係る

所得税法(昭和 40 年法律第 33 号)第 28 条

第 1 項に規定する給与所得について同条

第 3 項に規定する給与所得控除額の控除

を受けた者(同条第 1 項に規定する給与等

の収入金額が 55万円を超える者に限る。)

をいう。以下この号において同じ。)の数

及び公的年金等に係る所得を有する者(前

年中に法第 703条の 5に規定する総所得金

額に係る所得税法第 35 条第 3 項に規定す

る公的年金等に係る所得について同条第4

項に規定する公的年金等控除額の控除を

受けた者(年齢 65 歳未満の者にあっては

当該公的年金等の収入金額が 60 万円を超

える者に限り、年齢 65 歳以上の者にあっ

ては当該公的年金等の収入金額が 110 万

円を超える者に限る。)をいい、給与所得

を有する者を除く。)の数の合計数(以下こ

の条において「給与所得者等の数」とい

う。)が 2以上の場合にあっては、43万円

に当該給与所得者等の数から 1 を減じた

数に 10 万円を乗じて得た金額を加算した

金額)を超えない世帯に係る納税義務者 

  ｱ～ｶ (略)   ｱ～ｶ (略) 

(2) 法第703条の5に規定する総所得金額及

び山林所得金額の合算額が33万円に被保

(2) 法第 703 条の 5 に規定する総所得金額

及び山林所得金額の合算額が、43万円(納
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険者及び特定同一世帯所属者1人につき28

万5,000円を加算した金額を超えない世帯

に係る納税義務者(前号に該当する者を除

く。) 

税義務者並びにその世帯に属する国民健

康保険の被保険者及び特定同一世帯所属

者のうち給与所得者等の数が 2 以上の場

合にあっては、43 万円に当該給与所得者

等の数から 1 を減じた数に 10 万円を乗じ

て得た金額を加算した金額)に被保険者及

び特定同一世帯所属者 1 人につき 28 万

5,000円を加算した金額を超えない世帯に

係る納税義務者(前号に該当する者を除

く。) 

  ｱ～ｶ (略)   ｱ～ｶ (略) 

(3) 法第 703 条の 5 に規定する総所得金額

及び山林所得金額の合算額が 33 万円に被

保険者及び特定同一世帯所属者 1 人につ

き 52 万円を加算した金額を超えない世帯

に係る納税義務者(前 2 号に該当する者を

除く。) 

(3) 法第 703 条の 5 に規定する総所得金額

及び山林所得金額の合算額が、43万円(納

税義務者並びにその世帯に属する国民健

康保険の被保険者及び特定同一世帯所属

者のうち給与所得者等の数が 2 以上の場

合にあっては、43 万円に当該給与所得者

等の数から 1 を減じた数に 10 万円を乗じ

て得た金額を加算した金額)に被保険者及

び特定同一世帯所属者 1 人につき 52 万円

を加算した金額を超えない世帯に係る納

税義務者(前 2号に該当する者を除く。) 

  ｱ～ｶ (略)   ｱ～ｶ (略) 

附 則 附 則 

1～4 (略) 

(公的年金等に係る所得に係る国民健康保

険税の課税の特例) 

1～4 (略) 

(公的年金等に係る所得に係る国民健康保

険税の課税の特例) 

5 当分の間、世帯主又はその世帯に属する

国民健康保険の被保険者若しくは特定同

一世帯所属者が、前年中に所得税法(昭和

40年法律第33号)第35条第3項に規定する

公的年金等に係る所得について同条第4項

に規定する公的年金等控除額(年齢65歳以

上である者に係るものに限る。)の控除を

受けた場合における第28条の規定の適用

については、同条中「法第703条の5に規定

5 当分の間、世帯主又はその世帯に属する

国民健康保険の被保険者若しくは特定同

一世帯所属者が、前年中に所得税法第35

条第3項に規定する公的年金等に係る所得

について同条第4項に規定する公的年金等

控除額(年齢65歳以上である者に係るもの

に限る。)の控除を受けた場合における第

27条の規定の適用については、同条中「法

第703条の5に規定する総所得金額及び山
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する総所得金額」とあるのは、「法第703

条の5に規定する総所得金額(所得税法第

35条第3項に規定する公的年金等に係る所

得については、同条第2項第1号の規定によ

って計算した金額から15万円を控除した

金額によるものとする。)」とする。 

林所得金額」とあるのは「法第703条の5

に規定する総所得金額(所得税法第35条第

3項に規定する公的年金等に係る所得につ

いては、同条第2項第1号の規定によって計

算した金額から15万円を控除した金額に

よるものとする。)及び山林所得金額」と、

「110万円」とあるのは「125万円」とする。 

(上場株式等に係る配当所得等に係る国民

健康保険税の課税の特例) 

(上場株式等に係る配当所得等に係る国民

健康保険税の課税の特例) 

6 世帯主又はその世帯に属する国民健康保

険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が法附則第 33 条の 2 第 5 項の配当所得

等を有する場合における第 3条、第 7 条、

第 11条及び第 28条の規定の適用について

は、第 3条第 1項中「及び山林所得金額」

とあるのは「及び山林所得金額並びに法附

則第 33 条の 2 第 5 項に規定する上場株式

等に係る配当所得等の金額」と、「同条第

2項」とあるのは「法第 314 条の 2第 2項」

と、同条第 2項中「又は山林所得金額」と

あるのは「若しくは山林所得金額又は法附

則第 33 条の 2 第 5 項に規定する上場株式

等に係る配当所得等の金額」と、第 28 条

中「及び山林所得金額」とあるのは「及び

山林所得金額並びに法附則第 33 条の 2 第

5項に規定する上場株式等に係る配当所得

等の金額」とする。 

6 世帯主又はその世帯に属する国民健康保

険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が法附則第 33 条の 2 第 5 項の配当所得

等を有する場合における第 3条、第 7 条、

第 11条及び第 27条の規定の適用について

は、第 3条第 1項中「及び山林所得金額」

とあるのは「及び山林所得金額並びに法附

則第 33 条の 2 第 5 項に規定する上場株式

等に係る配当所得等の金額」と、「同条第

2項」とあるのは「法第 314条の 2第 2項」

と、同条第 2項中「又は山林所得金額」と

あるのは「若しくは山林所得金額又は法附

則第 33 条の 2 第 5 項に規定する上場株式

等に係る配当所得等の金額」と、第 27 条

中「及び山林所得金額」とあるのは「及び

山林所得金額並びに法附則第 33 条の 2 第

5項に規定する上場株式等に係る配当所得

等の金額」とする。 

(長期譲渡所得に係る国民健康保険税の課

税の特例) 

(長期譲渡所得に係る国民健康保険税の課

税の特例) 

7 世帯主又はその世帯に属する国民健康保

険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が法附則第34条第4項の譲渡所得を有す

る場合における第3条、第7条、第11条及び

第28条の規定の適用については、第3条第1

項中「及び山林所得金額の合計額から同条

第2項」とあるのは「及び山林所得金額並

7 世帯主又はその世帯に属する国民健康保

険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が法附則第34条第4項の譲渡所得を有す

る場合における第3条、第7条、第11条及び

第27条の規定の適用については、第3条第1

項中「及び山林所得金額の合計額から同条

第2項」とあるのは「及び山林所得金額並
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びに法附則第34条第4項に規定する長期譲

渡所得の金額(租税特別措置法(昭和32年

法律第26号)第33条の4第1項若しくは第2

項、第34条第1項、第34条の2第1項、第34

条の3第1項、第35条第1項、第35条の2第1

項、第35条の3第1項又は第36条の規定に該

当する場合には、これらの規定の適用によ

り同法第31条第1項に規定する長期譲渡所

得の金額から控除する金額を控除した金

額。以下この項において「控除後の長期譲

渡所得の金額」という。)の合計額から法

第314条の2第2項」と「及び山林所得金額

の合計額()とあるのは「及び山林所得金額

並びに控除後の長期譲渡所得の金額の合

計額()と、同条第2項中「又は山林所得金

額」とあるのは「若しくは山林所得金額又

は法附則第34条第4項に規定する長期譲渡

所得の金額」と、第28条中「及び山林所得

金額」とあるのは「及び山林所得金額並び

に法附則第34条第4項に規定する長期譲渡

所得の金額」とする。 

8 (略) 

びに法附則第34条第4項に規定する長期譲

渡所得の金額(租税特別措置法(昭和32年

法律第26号)第33条の4第1項若しくは第2

項、第34条第1項、第34条の2第1項、第34

条の3第1項、第35条第1項、第35条の2第1

項、第35条の3第1項又は第36条の規定に該

当する場合には、これらの規定の適用によ

り同法第31条第1項に規定する長期譲渡所

得の金額から控除する金額を控除した金

額。以下この項において「控除後の長期譲

渡所得の金額」という。)の合計額から法

第314条の2第2項」と「及び山林所得金額

の合計額()とあるのは「及び山林所得金額

並びに控除後の長期譲渡所得の金額の合

計額()と、同条第2項中「又は山林所得金

額」とあるのは「若しくは山林所得金額又

は法附則第34条第4項に規定する長期譲渡

所得の金額」と、第27条中「及び山林所得

金額」とあるのは「及び山林所得金額並び

に法附則第34条第4項に規定する長期譲渡

所得の金額」とする。 

8 (略) 

(一般株式等に係る譲渡所得等に係る国民

健康保険税の課税の特例) 

(一般株式等に係る譲渡所得等に係る国民

健康保険税の課税の特例) 

9 世帯主又はその世帯に属する国民健康保

険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が法附則第35条の2第5項の一般株式等

に係る譲渡所得等を有する場合における

第3条、第7条、第11条及び第28条の規定の

適用については、第3条第1項中「及び山林

所得金額」とあるのは「及び山林所得金額

並びに法附則第35条の2第5項に規定する

一般株式等に係る譲渡所得等の金額」と、

「同条第2項」とあるのは「法第314条の2

第2項」と、同条第2項中「又は山林所得金

額」とあるのは「若しくは山林所得金額又

9 世帯主又はその世帯に属する国民健康保

険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が法附則第35条の2第5項の一般株式等

に係る譲渡所得等を有する場合における

第3条、第7条、第11条及び第27条の規定の

適用については、第3条第1項中「及び山林

所得金額」とあるのは「及び山林所得金額

並びに法附則第35条の2第5項に規定する

一般株式等に係る譲渡所得等の金額」と、

「同条第2項」とあるのは「法第314条の2

第2項」と、同条第2項中「又は山林所得金

額」とあるのは「若しくは山林所得金額又
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は法附則第35条の2第5項に規定する一般

株式等に係る譲渡所得等の金額」と、第28

条中「及び山林所得金額」とあるのは「及

び山林所得金額並びに法附則第35条の2第

5項に規定する一般株式等に係る譲渡所得

等の金額」とする。 

は法附則第35条の2第5項に規定する一般

株式等に係る譲渡所得等の金額」と、第27

条中「及び山林所得金額」とあるのは「及

び山林所得金額並びに法附則第35条の2第

5項に規定する一般株式等に係る譲渡所得

等の金額」とする。 

(上場株式等に係る譲渡所得等に係る国民

健康保険税の課税の特例) 

(上場株式等に係る譲渡所得等に係る国民

健康保険税の課税の特例) 

10 世帯主又はその世帯に属する国民健康

保険の被保険者若しくは特定同一世帯所

属者が法附則第35条の2の2第5項の上場株

式等に係る譲渡所得等を有する場合にお

ける第3条、第7条、第11条及び第28条の規

定の適用については、第3条第1項中「及び

山林所得金額」とあるのは「及び山林所得

金額並びに法附則第35条の2の2第5項に規

定する上場株式等に係る譲渡所得等の金

額」と、「同条第2項」とあるのは「法第

314条の2第2項」と、同条第2項中「又は山

林所得金額」とあるのは「若しくは山林所

得金額又は法附則第35条の2の2第5項に規

定する上場株式等に係る譲渡所得等の金

額」と、第28条中「及び山林所得金額」と

あるのは「及び山林所得金額並びに法附則

第35条の2の2第5項に規定する上場株式等

に係る譲渡所得等の金額」とする。 

10 世帯主又はその世帯に属する国民健康

保険の被保険者若しくは特定同一世帯所

属者が法附則第35条の2の2第5項の上場株

式等に係る譲渡所得等を有する場合にお

ける第3条、第7条、第11条及び第27条の規

定の適用については、第3条第1項中「及び

山林所得金額」とあるのは「及び山林所得

金額並びに法附則第35条の2の2第5項に規

定する上場株式等に係る譲渡所得等の金

額」と、「同条第2項」とあるのは「法第

314条の2第2項」と、同条第2項中「又は山

林所得金額」とあるのは「若しくは山林所

得金額又は法附則第35条の2の2第5項に規

定する上場株式等に係る譲渡所得等の金

額」と、第27条中「及び山林所得金額」と

あるのは「及び山林所得金額並びに法附則

第35条の2の2第5項に規定する上場株式等

に係る譲渡所得等の金額」とする。 

(先物取引に係る雑所得等に係る国民健康

保険税の課税の特例) 

(先物取引に係る雑所得等に係る国民健康

保険税の課税の特例) 

11 世帯主又はその世帯に属する国民健康

保険の被保険者若しくは特定同一世帯所

属者が法附則第35条の4第4項の事業所得、

譲渡所得又は雑所得を有する場合におけ

る第3条、第7条、第11条及び第28条の規定

の適用については、第3条第1項中「及び山

林所得金額」とあるのは「及び山林所得金

額並びに法附則第35条の4第4項に規定す

11 世帯主又はその世帯に属する国民健康

保険の被保険者若しくは特定同一世帯所

属者が法附則第35条の4第4項の事業所得、

譲渡所得又は雑所得を有する場合におけ

る第3条、第7条、第11条及び第27条の規定

の適用については、第3条第1項中「及び山

林所得金額」とあるのは「及び山林所得金

額並びに法附則第35条の4第4項に規定す
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る先物取引に係る雑所得等の金額」と、「同

条第2項」とあるのは「法第314条の2第2

項」と、同条第2項中「又は山林所得金額」

とあるのは「若しくは山林所得金額又は法

附則第35条の4第4項に規定する先物取引

に係る雑所得等の金額」と、第28条中「及

び山林所得金額」とあるのは「及び山林所

得金額並びに法附則第35条の4第4項に規

定する先物取引に係る雑所得等の金額」と

する。 

る先物取引に係る雑所得等の金額」と、「同

条第2項」とあるのは「法第314条の2第2

項」と、同条第2項中「又は山林所得金額」

とあるのは「若しくは山林所得金額又は法

附則第35条の4第4項に規定する先物取引

に係る雑所得等の金額」と、第27条中「及

び山林所得金額」とあるのは「及び山林所

得金額並びに法附則第35条の4第4項に規

定する先物取引に係る雑所得等の金額」と

する。 

(土地の譲渡等に係る事業所得等に係る国

民健康保険税の課税の特例) 

(土地の譲渡等に係る事業所得等に係る国

民健康保険税の課税の特例) 

12 世帯主又はその世帯に属する国民健康

保険の被保険者若しくは特定同一世帯所

属者が法附則第33条の3第5項の事業所得

又は雑所得を有する場合における第3条、

第7条、第11条及び第28条の規定の適用に

ついては、第3条第1項中「及び山林所得金

額」とあるのは「及び山林所得金額並びに

法附則第33条の3第5項に規定する土地等

に係る事業所得等の金額」と、「同条第2

項」とあるのは「法第314条の2第2項」と、

同条第2項中「又は山林所得金額」とある

のは「若しくは山林所得金額又は法附則第

33条の3第5項に規定する土地等に係る事

業所得等の金額」と、第28条中「及び山林

所得金額」とあるのは「及び山林所得金額

並びに法附則第33条の3第5項に規定する

土地等にかかる事業所得等の金額」とす

る。 

12 世帯主又はその世帯に属する国民健康

保険の被保険者若しくは特定同一世帯所

属者が法附則第33条の3第5項の事業所得

又は雑所得を有する場合における第3条、

第7条、第11条及び第27条の規定の適用に

ついては、第3条第1項中「及び山林所得金

額」とあるのは「及び山林所得金額並びに

法附則第33条の3第5項に規定する土地等

に係る事業所得等の金額」と、「同条第2

項」とあるのは「法第314条の2第2項」と、

同条第2項中「又は山林所得金額」とある

のは「若しくは山林所得金額又は法附則第

33条の3第5項に規定する土地等に係る事

業所得等の金額」と、第27条中「及び山林

所得金額」とあるのは「及び山林所得金額

並びに法附則第33条の3第5項に規定する

土地等にかかる事業所得等の金額」とす

る。 

13及び14 (略) 

(条約適用利子等に係る国民健康保険税の

課税の特例) 

13及び14 (略) 

(条約適用利子等に係る国民健康保険税の

課税の特例) 

15 世帯主又はその世帯に属する国民健康

保険の被保険者若しくは特定同一世帯所

属者が租税条約等の実施に伴う所得税法、

15 世帯主又はその世帯に属する国民健康

保険の被保険者若しくは特定同一世帯所

属者が租税条約等の実施に伴う所得税法、
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法人税法及び地方税法の特例等に関する

法律(昭和44年法律第46号。以下「租税条

約等実施特例法」という。)第3条の2の2

第10項に規定する条約適用利子等に係る

利子所得、配当所得、譲渡所得、一時所得

及び雑所得を有する場合における第3条、

第7条、第11条及び第28条の規定の適用に

ついては、第3条第1項中「及び山林所得金

額の合計額から同条第2項」とあるのは「及

び山林所得金額並びに租税条約等の実施

に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の

特例等に関する法律(昭和44年法律第46

号。以下「租税条約等実施特例法」という。)

第3条の2の2第10項に規定する条約適用利

子等の額の合計額から法第314条の2第2

項」と、「及び山林所得金額の合計額(」

とあるのは「及び山林所得金額並びに租税

条約等実施特例法第3条の2の2第10項に規

定する条約適用利子等の額の合計額(」と、

同条第2項中「又は山林所得金額」とある

のは「若しくは山林所得金額又は租税条約

等実施特例法第3条の2の2第10項に規定す

る条約適用利子等の額」と、第28条中「及

び山林所得金額」とあるのは「及び山林所

得金額並びに租税条約等実施特例法第3条

の2の2第10項に規定する条約適用利子等

の額」とする。 

法人税法及び地方税法の特例等に関する

法律(昭和44年法律第46号。以下「租税条

約等実施特例法」という。)第3条の2の2

第10項に規定する条約適用利子等に係る

利子所得、配当所得、譲渡所得、一時所得

及び雑所得を有する場合における第3条、

第7条、第11条及び第27条の規定の適用に

ついては、第3条第1項中「及び山林所得金

額の合計額から同条第2項」とあるのは「及

び山林所得金額並びに租税条約等の実施

に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の

特例等に関する法律(昭和44年法律第46

号。以下「租税条約等実施特例法」という。)

第3条の2の2第10項に規定する条約適用利

子等の額の合計額から法第314条の2第2

項」と、「及び山林所得金額の合計額(」

とあるのは「及び山林所得金額並びに租税

条約等実施特例法第3条の2の2第10項に規

定する条約適用利子等の額の合計額(」と、

同条第2項中「又は山林所得金額」とある

のは「若しくは山林所得金額又は租税条約

等実施特例法第3条の2の2第10項に規定す

る条約適用利子等の額」と、第27条中「及

び山林所得金額」とあるのは「及び山林所

得金額並びに租税条約等実施特例法第3条

の2の2第10項に規定する条約適用利子等

の額」とする。 

(条約適用配当等に係る国民健康保険税の

課税の特例) 

(条約適用配当等に係る国民健康保険税の

課税の特例) 

16 世帯主又はその世帯に属する国民健康

保険の被保険者若しくは特定同一世帯所

属者が租税条約等実施特例法第3条の2の2

第12項に規定する条約適用配当等に係る

利子所得、配当所得及び雑所得を有する場

合における第3条、第7条、第11条及び第28

条の規定の適用については、第3条第1項中

16 世帯主又はその世帯に属する国民健康

保険の被保険者若しくは特定同一世帯所

属者が租税条約等実施特例法第3条の2の2

第12項に規定する条約適用配当等に係る

利子所得、配当所得及び雑所得を有する場

合における第3条、第7条、第11条及び第27

条の規定の適用については、第3条第1項中
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「及び山林所得金額の合計額から同条第2

項」とあるのは「及び山林所得金額並びに

租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税

法及び地方税法の特例等に関する法律(昭

和44年法律第46号。以下「租税条約等実施

特例法」という。)第3条の2の2第12項に規

定する条約適用配当等の額の合計額から

法第314条の2第2項」と、「及び山林所得

金額の合計額(」とあるのは「及び山林所

得金額並びに租税条約等実施特例法第3条

の2の2第12項に規定する条約適用配当等

の額の合計額(」と、同条第2項中「又は山

林所得金額」とあるのは「若しくは山林所

得金額又は租税条約等実施特例法第3条の

2の2第12項に規定する条約適用配当等の

額」と、第28条中「及び山林所得金額」と

あるのは「及び山林所得金額並びに租税条

約等実施特例法第3条の2の2第12項に規定

する条約適用配当等の額」とする。 

「及び山林所得金額の合計額から同条第2

項」とあるのは「及び山林所得金額並びに

租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税

法及び地方税法の特例等に関する法律(昭

和44年法律第46号。以下「租税条約等実施

特例法」という。)第3条の2の2第12項に規

定する条約適用配当等の額の合計額から

法第314条の2第2項」と、「及び山林所得

金額の合計額(」とあるのは「及び山林所

得金額並びに租税条約等実施特例法第3条

の2の2第12項に規定する条約適用配当等

の額の合計額(」と、同条第2項中「又は山

林所得金額」とあるのは「若しくは山林所

得金額又は租税条約等実施特例法第3条の

2の2第12項に規定する条約適用配当等の

額」と、第27条中「及び山林所得金額」と

あるのは「及び山林所得金額並びに租税条

約等実施特例法第3条の2の2第12項に規定

する条約適用配当等の額」とする。 

 附 則 

 (施行期日) 

 1 この条例は、令和3年1月1日から施行す

る。 

 (適用区分) 

 2 この条例による改正後のかすみがうら市

国民健康保険税条例の規定は、令和3年度

以後の年度分の国民健康保険税について

適用し、令和2年度分までの国民健康保険

税については、なお従前の例による。 

 
かすみがうら市介護保険条例 新旧対照表 

改正前 改正後 

(保険料率) (保険料率) 

第4条 平成30年度から令和2年度までの各

年度における保険料率は、次の各号に掲げ

る第1号被保険者の区分に応じ、当該各号

第4条 平成30年度から令和2年度までの各

年度における保険料率は、次の各号に掲げ

る第1号被保険者の区分に応じ、当該各号
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に定める額とする。 に定める額とする。 

(1)～(5) (略) (1)～(5) (略) 

(6) 次のいずれかに該当する者 76,300円 (6) 次のいずれかに該当する者 76,300円 

イ 地方税法(昭和25年法律第226号)第

292条第1項第13号に規定する合計所得

金額(以下「合計所得金額」という。)(租

税特別措置法第33条の4第1項若しくは

第2項、第34条第1項、第34条の2第1項、

第34条の3第1項、第35条第1項、第35条

の2第1項又は第36条の規定の適用があ

る場合には、当該合計所得金額から令第

38条第4項に規定する特別控除額を控除

して得た額とする。以下この項において

同じ。)が120万円未満である者であり、

かつ、前各号のいずれにも該当しないも

の 

イ 地方税法(昭和25年法律第226号)第

292条第1項第13号に規定する合計所得

金額(以下「合計所得金額」という。)(租

税特別措置法第33条の4第1項若しくは

第2項、第34条第1項、第34条の2第1項、

第34条の3第1項、第35条第1項、第35条

の2第1項、第35条の3第1項又は第36条の

規定の適用がある場合には、当該合計所

得金額から令第22条の2第2項に規定す

る特別控除額を控除して得た額とする。

以下この項において同じ。)が120万円未

満である者であり、かつ、前各号のいず

れにも該当しないもの 

ロ (略) ロ (略)  

(7)～(11) (略) (7)～(11) (略)  

2～4 (略) 2～4 (略)  

 附 則 

 この条例は、令和 3年 1月 1日から施行

する。 

 
かすみがうら市都市計画法の規定による開発行為の許可等の基準を定める条例 新旧対照

表 

改正前 改正後 

 (法第 34 条第 11 号の条例で定める予定建

築物等の用途) 

 (法第 34 条第 11 号の条例で定める予定建

築物等の用途) 

第 5条 法第 34条第 11号の規定により条例

で定める予定建築物等の用途は、次の各号

に掲げる既存集落の区分に従い、それぞれ

当該各号に定める建築物の用途以外の用

途とする。 

第 5条 法第 34条第 11号の規定により条例

で定める予定建築物等の用途は、次の各号

に掲げる建築物の用途以外の用途とする。 

(1) 沿道型集落 建築基準法(昭和 25 年法

律第 201 号)別表第 2(ろ)項各号に掲げる

建築物並びに延べ面積が 200 平方メート

(1) 建築基準法(昭和 25 年法律第 201 号)

別表第 2(い)項第 1号に規定する建築物の

うち、自己の居住の用に供する専用住宅
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ル以下の事務所及び作業所 (以下「自己用住宅」という。) 

(2) 依存型集落 建築基準法別表第 2(ろ)

項各号に掲げる建築物 

(2) 建築基準法別表第 2(い)項第 2 号に規

定する建築物のうち、自己の居住の用及び

自己の業務の用に供するもの 

 (3) 建築基準法別表第 2(ろ)項第 2 号に規

定する建築物のうち、自己の業務の用に供

するもの 

 (4) 延べ面積が 200 平方メートル以下の事

務所又は作業所のうち、自己の業務の用に

供するもの。ただし、沿道型集落に建築す

るものに限る。 

 (5) 前各号に掲げる建築物に附属する建築

物 

 (法第 34 条第 12 号の条例で定める開発行

為) 

 (法第 34 条第 12 号の条例で定める開発行

為) 

第 6条 法第 34条第 12号の規定により条例

で定める開発行為は、次の各号のいずれか

に該当する開発行為とする。 

第 6条 法第 34条第 12号の規定により条例

で定める開発行為は、次の各号のいずれか

に該当する開発行為とする。 

(1) 既存集落の維持が困難となっている規

則で定める要件に該当する区域内の既存

集落であって、第 4条第 1項第 2号から第

7 号までのいずれにも該当するもの(第 4

条第 1 項第 1 号に該当するものを除く。)

のうち、沿道型集落、独立型集落又はその

他の集落のいずれかに該当するものとし

て市長が指定する土地の区域内において

行われる次のいずれかに該当する開発行

為 

(1) 既存集落の維持が困難となっている規

則で定める要件に該当する区域内の既存

集落であって、第 4条第 1項第 2号から第

7 号までのいずれにも該当するもの(第 4

条第 1 項第 1 号に該当するものを除く。)

のうち、沿道型集落、独立型集落又はその

他の集落のいずれかに該当するものとし

て市長が指定する土地の区域内において

行われる前条各号の建築物の建築を目的

とした開発行為で、予定建築物の高さが規

則で定める高さを超えないもの。この場合

において、前条第 4号の規定の適用につい

ては、同号中「沿道型集落」とあるのは、

「沿道型集落又は独立型集落」とする。 

  ｱ 沿道型集落又は独立型集落において

行われる開発行為であって、予定建築

物の用途が建築基準法別表第2(ろ)項

各号に掲げる建築物又は延べ面積が
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200平方メートル以下の事務所若しく

は作業所であり、かつ、当該予定建築

物の高さが規則で定める高さを超え

ないもの 

  ｲ その他の集落において行われる開発

行為であって、予定建築物の用途が建

築基準法別表第2(ろ)項各号に掲げる

建築物であり、かつ、その高さが規則

で定める高さを超えないもの 

 

(2) 既存集落(規則で定めるものに限る。)

内において、当該既存集落が存する市街化

調整区域に係る線引日前から土地を所有

する者その他規則で定める者が、自己の居

住の用に供する専用住宅(以下「自己用住

宅」という。)を必要とするやむを得ない

理由により、当該土地において、自己用住

宅の建築を目的として行う開発行為であ

って、規則で定める要件に該当するもの 

(2) 既存集落(規則で定めるものに限る。)

内において、当該既存集落が存する市街化

調整区域に係る線引日前から土地を所有

する者その他規則で定める者が、自己用住

宅を必要とするやむを得ない理由により、

当該土地において、自己用住宅の建築を目

的として行う開発行為であって、規則で定

める要件に該当するもの 

(3)～(7) (略) (3)～(7) (略) 

2 (略) 2 (略) 

    附 則 

  (施行期日) 

 1 この条例は、令和 4 年 4 月 1 日から施行

する。 

  (経過措置) 

 2 この条例の施行の日の前日までに、法第

32 条に規定する協議に係る事前協議書又

は法第 29条第 1項本文、第 35条の 2第 1

項本文、第 42 条第 1 項ただし書若しくは

第 43 条第 1 項本文の規定による許可に係

る申請書が市長に提出された開発行為等

については、なお従前の例による。 

 

湖北環境衛生組合規約改正 新旧対照表 

改正前 改正後 

 （組合を組織する地方公共団体）  （組合を組織する地方公共団体） 
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第２条 組合は，次の市をもって組織する。 
  石岡市 

  かすみがうら市 

  土浦市 

  小美玉市 

第２条 組合は，次の市をもって組織する。 
  石岡市 

  かすみがうら市 

   

  小美玉市 

 （組合の共同処理する事務）  （組合の共同処理する事務） 
第３条 （略） 
２ 前項に掲げる事務のうち，土浦市に係

るものについては，旧新治村の区域（平

成１８年２月１９日現在の新治村の区域

をいう。）を対象とし，小美玉市に係る

ものについては，旧玉里村及び旧小川町

の区域（平成１８年３月２６日現在の玉

里村及び小川町の区域をいう。）を対象

とする。 

第３条 （略） 
２ 前項に掲げる事務のうち，小美玉市に

係るものについては，旧玉里村及び旧小

川町の区域（平成１８年３月２６日現在

の玉里村及び小川町の区域をいう。）を

対象とする。 

 （議会の組織）  （議会の組織） 

第５条 組合の議会の議員（以下「組合議

員」という。）の定数は１６名とし，各

市ごとの定数は，次のとおりとする。 

 石岡市     ７名 

かすみがうら市 ４名 

 土浦市     ２名 

小美玉市    ３名 

第５条 組合の議会の議員（以下「組合議

員」という。）の定数は１４名とし，各

市ごとの定数は，次のとおりとする。 

 石岡市     ７名 

かすみがうら市 ４名 

  

小美玉市    ３名 

  附則 

 この規約は，令和３年４月１日から施行す

る。 

 

つくば市等公平委員会規約 新旧対照表 

改正前 改正後 

(設置) (設置) 

第1条 地方公務員法(昭和25年法律第261

号)第7条第4項の規定に基づき、次に掲げ

る市等(以下「関係市等」という。)は、共

同して公平委員会を設置する。 

第1条 地方公務員法(昭和25年法律第261

号)第7条第4項の規定に基づき、次に掲げ

る市(以下「関係市」という。)は、共同し

て公平委員会を設置する。 

(1)つくば市 (1)つくば市 

(2)かすみがうら市 (2)かすみがうら市 
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(3)つくばみらい市 (3)つくばみらい市 

(4)新治地方広域事務組合  

第 2条―第 5条 (略) 第 2条―第 5条 (略) 

(経費) (経費) 

第6条 公平委員会の設置及び運営に要する

すべての費用は、関係市等が負担するもの

とし、その負担額は、関係市等の長が協議

して定める。 

第6条 公平委員会の設置及び運営に要する

すべての費用は、関係市が負担するものと

し、その負担額は、関係市の長が協議して

定める。 

2 (略) 2 (略) 

第7条 (以下略) 第7条 (以下略) 
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